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議案第 １号

柏市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について

柏市印鑑条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。

令和 ７年 ２月２１日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき印鑑登

録事務に係る情報システムの標準化を実施するための印鑑登録原票

の調製方法の変更等を行いたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

柏市印鑑条例の一部を改正する条例  

 

 柏市印鑑条例（昭和６０年柏市条例第２１号）の一部を次のよう

に改正する。  

 

 第６条第１項各号列記以外の部分中「第４条の規定による確認及

び当該登録申請書の記載事項その他必要な事項の審査」を「第３条

第１項の規定による申請に係る審査及び第４条の規定による確認」

に改め，同項中第５号を削り，第６号を第５号とし，第７号を第６

号とし，同条第２項中「前項各号に掲げる事項を登録した印鑑登録

原票について」を「前項の印鑑登録原票」に，「ことができる」を

「ものとする」に改める。  

 第 １ ０ 条 第 ４ 項 中 「 第 １ 項 の 」 を 「 前 ３ 項 の 」 に 改 め ， 「 限

る。）」の次に「又は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）

第１２条の２第４項第２号ロに規定する移動端末設備（電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律第３

５条の２第７項の規定により同条第１項に規定する電磁的記録媒体

に同項に規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書が記録さ

れたものに限る。）」を，「第４２条第２項」の次に「又は第５９

条の３第２項」を加える。  

 第１１条第１項各号列記以外の部分中「印影の写し（印鑑登録原

票に登録されている印影を光学画像読取装置により読み取って磁気

デ ィ ス ク に 記 録 し ， こ れ を プ リ ン タ ー か ら 出 力 し た も の を 含

む。）」を「印影を出力したもの」に改め，同項後段を削り，同項

中第３号を削り，第４号を第３号とし，第５号を第４号とする。  

 

   附  則  

 この条例は，公布の日から施行する。ただし，第６条第２項の改

正規定及び第１１条第１項各号列記以外の部分の改正規定（同項後

段を削る部分を除く。）は，令和７年４月１日から施行する。  
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議案第１号資料

柏市印鑑条例の一部を改正する条例について

柏市印鑑条例（昭和６０年柏市条例第２１号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(登録) (登録) 

第6条 市長は，第4条の規定による確認及び当該
登録申請書の記載事項その他必要な事項の審
査を行い，適当と認めたときは，印影のほか当
該登録申請者に係る次に掲げる事項を印鑑登
録原票に登録するものとする。 

第6条 市長は，第3条第1項の規定による申請に
係る審査及び第4条の規定による確認を行い，
適当と認めたときは，印影のほか当該登録申請
者に係る次に掲げる事項を印鑑登録原票に登
録するものとする。 

(1)から(4)まで 略 (1)から(4)まで 略

(5) 性別

(6) 略 (5) 略

(7) 略 (6) 略

2 前項各号に掲げる事項を登録した印鑑登録原
票については，磁気ディスクをもって調製する
ことができる。 

2 前項の印鑑登録原票は，磁気ディスクをもっ
て調製するものとする。 

(印鑑登録証明書の交付) (印鑑登録証明書の交付) 

第10条 略 第10条 略 

2及び3 略 2及び3 略 

4 第1項の規定にかかわらず，登録者は，自ら多
機能端末機(市長の使用に係る電子計算機と電
気通信回線で接続された民間事業者等が設置
する端末機であって，印鑑登録証明書等を自動
的に交付する機能を有するものをいう。)に行
政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27

号)第2条第7項に規定する個人番号カード(電
子署名等に係る地方公共団体情報システム機
構の認証業務に関する法律(平成14年法律第
153号)第22条第7項の規定により同条第1項に
規定する個人番号カード用利用者証明用電子
証明書が記録されたものに限る。)を使用して
電子署名等に係る地方公共団体情報システム
機構の認証業務に関する法律施行規則(平成15

年総務省令第120号)第42条第2項に規定する
暗証番号その他必要な事項を入力する方法に
より，印鑑登録証明書の交付を申請し，その交
付を受けることができる。 

4 前3項の規定にかかわらず，登録者は，自ら多
機能端末機(市長の使用に係る電子計算機と電
気通信回線で接続された民間事業者等が設置
する端末機であって，印鑑登録証明書等を自動
的に交付する機能を有するものをいう。)に行
政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27

号)第2条第7項に規定する個人番号カード(電
子署名等に係る地方公共団体情報システム機
構の認証業務に関する法律(平成14年法律第
153号)第22条第7項の規定により同条第1項に
規定する個人番号カード用利用者証明用電子
証明書が記録されたものに限る。)又は電気通
信事業法(昭和59年法律第86号)第12条の2第4

項第2号ロに規定する移動端末設備(電子署名
等に係る地方公共団体情報システム機構の認
証業務に関する法律第35条の2第7項の規定に
より同条第1項に規定する電磁的記録媒体に同
項に規定する移動端末設備用利用者証明用電
子証明書が記録されたものに限る。)を使用し
て電子署名等に係る地方公共団体情報システ
ム機構の認証業務に関する法律施行規則(平成
15年総務省令第120号)第42条第2項又は第59

条の3第2項に規定する暗証番号その他必要な
事項を入力する方法により，印鑑登録証明書の
交付を申請し，その交付を受けることができ
る。

(印鑑登録証明書) (印鑑登録証明書) 

第11条 印鑑登録証明書は，印鑑登録原票に登録
されている印影の写し(印鑑登録原票に登録さ
れている印影を光学画像読取装置により読み
取って磁気ディスクに記録し，これをプリンタ
ーから出力したものを含む。)について市長が
証明するものとし，併せて次に掲げる事項を記

第11条 印鑑登録証明書は，印鑑登録原票に登録
されている印影を出力したものについて市長
が証明するものとし，併せて次に掲げる事項を
記載するものとする。 
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載するものとする。この場合において，第3号
については，第10条第1項の規定による申請の
際，当該申請をした者から同項に規定する書面
による記載の申出があった場合に限り記載す
るものとする。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3) 性別  

(4) 略 (3) 略 

(5) 略 (4) 略 

2 略 2 略 
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議案第  ２号   

 

 

   柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改    

   正する条例の制定について  

 

 

 柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 小児慢性特定疾病児童等に対する日常生活用具の給付に関する事

務等を個人番号を利用することができる事務に追加すること等を行

いたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改    

   正する条例  

 

 柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例（平成２７年柏市条

例第４２号）の一部を次のように改正する。  

 

 第２条各号列記以外の部分中「，次の各号に掲げる用語の意義は，

それぞれ当該各号に定めるところ」を「使用する用語は，法及び行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律第１９条第８号に基づく利用特定個人情報の提供に関する命令

（令和６年デジタル庁・総務省令第９号）において使用する用語の

例」に改め，同条各号を削る。  

 第３条第１項を次のように改める。  

  法第９条第２項の条例で定める事務は，次に掲げる事務とする。  

 (1) 別表第１の左欄に掲げる機関が行う同表の右欄に掲げる事務  

 (2) 本市の執行機関が行う法別表の下欄に掲げる事務のうち規則

で定めるもの  

 (3) 本市の執行機関が行う特定個人番号利用事務  

 第３条第２項中「前項」を「前３項」に，「できる」を「あった」

に改め，「，法令」を削り，同項を同条第５項とし，同条第１項の

次に次の３項を加える。  

２  別表第２の左欄に掲げる機関は，同表の中欄に掲げる事務を処

理するために必要な限度で，同表の右欄に掲げる特定個人情報及

び住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関す

る情報（特定個人情報であるもののうち規則で定めるものに限る。

以下「住登外者宛名情報」という。）であって当該機関が保有す

るものを利用することができる。ただし，法の規定により，情報

提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施

者から当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は，こ

の限りでない。  

３  本市の執行機関は，第１項第２号に掲げる事務を処理するため
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に必要な限度で，規則で定める特定個人情報及び住登外者宛名情

報であって当該執行機関が保有するものを利用することができる。  

４  本市の執行機関は，特定個人番号利用事務を処理するために必

要な限度で，利用特定個人情報及び住登外者宛名情報であって当

該執行機関が保有するものを利用することができる。ただし，法

の規定により，情報提供ネットワークシステムを使用して他の個

人番号利用事務実施者から当該利用特定個人情報の提供を受ける

ことができる場合は，この限りでない。  

 第４条第１項中「場合は，本市の機関が，本市の他の機関に対し，

特定個人番号利用事務を処理するために必要な利用特定個人情報の

提供を求めた場合において，当該本市の他の機関が当該利用特定個

人情報を提供する」を「ときは，次に掲げる」に改め，同項に次の

各号を加える。  

(1) 本市の執行機関が，本市の他の執行機関に対し，特定個人番

号利用事務を処理するために必要な利用特定個人情報の提供を

求めた場合において，当該本市の他の執行機関が当該利用特定

個人情報を提供するとき。  

(2) 別表第３の第１欄に掲げる機関が，同表の第３欄に掲げる機

関に対し，同表の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な

限度で，同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場

合において，当該機関が当該特定個人情報を提供するとき。  

 第４条第２項中「による利用特定個人情報」の次に「又は特定個

人情報」を加え，「，法令」を削り，「当該利用特定個人情報」の

次に「又は当該特定個人情報」を加える。  

 別表を削り，附則の次に別表として次の３表を加える。  

別表第１（第３条第１項第１号）  

機関 事務 

１ 市長 子どもの医療に要する費用の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

２ 市長 小児慢性特定疾病児童等に対する日常生活用具の給付

に関する事務であって規則で定めるもの 

３ 市長 ひとり親家庭等の医療費等の助成に関する事務であっ 
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 て規則で定めるもの 

４ 市長 柏市遺児等養育手当等支給条例（昭和４６年柏市条例

第１５号）に基づく遺児等の養育手当等の支給に関す

る事務であって規則で定めるもの 

５ 市長 柏市重度心身障害者医療費の支給に関する条例（昭和

４８年柏市条例第３８号）に基づく重度心身障害者の

医療費の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

６ 市長 精神障害者の入院加療に係る医療費の助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

７ 市長 心身障害者等の福祉タクシーの利用に係る運賃等の助

成に関する事務であって規則で定めるもの 

８ 市長 心身障害者の使用に係る自動車の燃料費の助成に関す

る事務であって規則で定めるもの 

９ 市長 軽度中等度難聴児の補聴器の購入に係る費用の助成に

関する事務であって規則で定めるもの 

１０ 市長 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者

総合支援法」という。）第７７条に規定する地域生活

支援事業として実施する地域生活支援サービスに係る

給付費の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

１１ 市長 障害者等の日常生活用具の購入に係る費用の助成に関

する事務であって規則で定めるもの 

１２ 市長 介護保険法（平成９年法律第１２３号）による指定居

宅サービス等の利用者負担に係る助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

１３ 市長 認可外保育施設の利用者に対する扶助費の支給に関す

る事務であって規則で定めるもの 

１４ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管

理に関する事務であって規則で定めるもの 

１５ 教育委員会 特別支援学級に在籍する児童生徒等の就学の援助に係

る奨励費の支給に関する事務であって教育委員会規則

で定めるもの 
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１６ 教育委員会 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規

定により実施する就学の援助に関する事務であって教

育委員会規則で定めるもの 

１７ 教育委員会 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管

理に関する事務であって教育委員会規則で定めるもの 

別表第２（第３条第２項）  

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 子どもの医療に要する費用の助成

に関する事務であって規則で定め

るもの 

医療保険給付関係情報又

は地方税関係情報であっ

て規則で定めるもの 

２ 市長 小児慢性特定疾病児童等に対する

日常生活用具の給付に関する事務

であって規則で定めるもの 

生活保護関係情報又は地

方税関係情報であって規

則で定めるもの 

３ 市長 ひとり親家庭等の医療費等の助成

に関する事務であって規則で定め

るもの 

戸籍関係情報，地方税関

係情報，住民票関係情報

又は医療保険給付関係情

報であって規則で定める

もの 

４ 市長 柏市遺児等養育手当等支給条例に

基づく遺児等の養育手当等の支給

に関する事務であって規則で定め

るもの 

戸籍関係情報又は地方税

関係情報であって規則で

定めるもの 

５ 市長 柏市重度心身障害者医療費の支給

に関する条例に基づく重度心身障

害者の医療費の支給に関する事務

であって規則で定めるもの 

障害者関係情報，地方税

関係情報，生活保護関係

情報又は障害者総合支援

法第７条に規定する他の

法令により行われる給付

の支給に関する情報であ

って規則で定めるもの 

６ 市長 精神障害者の入院加療に係る医療

費の助成に関する事務であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報又は障害

者総合支援法第７条に規

定する他の法令により行 
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  われる給付の支給に関す

る情報であって規則で定

めるもの 

７ 市長 心身障害者等の福祉タクシーの利

用に係る運賃等の助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

地方税関係情報であって

規則で定めるもの 

８ 市長 心身障害者の使用に係る自動車の

燃料費の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

地方税関係情報であって

規則で定めるもの 

９ 市長 軽度中等度難聴児の補聴器の購入

に係る費用の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

地方税関係情報又は生活

保護関係情報であって規

則で定めるもの 

１０ 市長 障害者総合支援法第７７条に規定

する地域生活支援事業として実施

する地域生活支援サービスに係る

給付費の支給に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

障害者関係情報，地方税

関係情報，住民票関係情

報又は生活保護関係情報

であって規則で定めるも

の 

１１ 市長 障害者等の日常生活用具の購入に

係る費用の助成に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税関係情報又は生活

保護関係情報であって規

則で定めるもの 

１２ 市長 介護保険法による指定居宅サービ

ス等の利用者負担に係る助成に関

する事務であって規則で定めるも

の 

生活保護関係情報又は地

方税関係情報であって規

則で定めるもの 

１３ 市長 認可外保育施設の利用者に対する

扶助費の支給に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

地方税関係情報であって

規則で定めるもの 

別表第３（第４条第１項第２号）  

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 教育委員会 特別支援学級に在籍

する児童生徒等の就

学の援助に係る奨励 

市長 地方税関係情報

又は住民票関係

情報であって規 
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 費の支給に関する事

務であって教育委員

会規則で定めるもの 

 則で定めるもの 

２ 教育委員会 学校教育法第１９条

の規定により実施す

る就学の援助に関す

る事務であって教育

委員会規則で定める

もの 

市長 地方税関係情報

又は住民票関係

情報であって規

則で定めるもの 

 

   附  則  

 この条例は，公布の日から起算して９月を超えない範囲内におい

て規則で定める日から施行する。  
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議案第２号資料  

   柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改正    

   する条例について  

柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例（平成２７年柏市条例第４２号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において，次の各号に掲げる用

語の意義は，それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

第2条 この条例において使用する用語は，法及

び行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律第19条第8号に

基づく利用特定個人情報の提供に関する命令

(令和6年デジタル庁・総務省令第9号)におい

て使用する用語の例による。 

(1) 個人番号 法第2条第5項に規定する個人

番号をいう。 

 

(2) 特定個人情報 法第2条第9項に規定する

特定個人情報をいう。 

 

(3) 個人番号利用事務実施者 法第2条第13

項に規定する個人番号利用事務実施者をい

う。 

 

(4) 情報提供ネットワークシステム 法第2

条第15項に規定する情報提供ネットワーク

システムをいう。 

 

(5) 特定個人番号利用事務 法第19条第8号

に規定する特定個人番号利用事務をいう。 

 

(6) 利用特定個人情報 法第19条第8号に規

定する利用特定個人情報をいう。 

 

(個人番号の利用範囲) (個人番号の利用範囲) 

第3条 法第9条第2項の条例で定める事務は次

の各号に掲げる事務とし，市長は当該各号に

掲げる事務を処理するために必要な限度で，

それぞれ当該各号に定める特定個人情報又は

利用特定個人情報であって自らが保有するも

のを利用することができる。ただし，法の規

定により，情報提供ネットワークシステムを

使用して他の個人番号利用事務実施者から当

該特定個人情報又は当該利用特定個人情報を

受けることができる場合は，この限りでな

い。 

第3条 法第9条第2項の条例で定める事務は，

次に掲げる事務とする。 

(1) 別表の左欄に掲げる事務 同表の右欄に

掲げる特定個人情報 

 (1) 別表第1の左欄に掲げる機関が行う同表

の右欄に掲げる事務 

(2) 法別表の下欄に掲げる事務であって規則

で定めるもの 規則で定める特定個人情報 

 (2) 本市の執行機関が行う法別表の下欄に掲

げる事務のうち規則で定めるもの 

(3) 特定個人番号利用事務 利用特定個人情

報 

 (3) 本市の執行機関が行う特定個人番号利用

事務 

 2 別表第2の左欄に掲げる機関は，同表の中欄

に掲げる事務を処理するために必要な限度

で，同表の右欄に掲げる特定個人情報及び住

登外者宛名番号管理機能による住登外者の情

報の管理に関する情報(特定個人情報であるも
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ののうち規則で定めるものに限る。以下「住

登外者宛名情報」という。)であって当該機関

が保有するものを利用することができる。た

だし，法の規定により，情報提供ネットワー

クシステムを使用して他の個人番号利用事務

実施者から当該特定個人情報の提供を受ける

ことができる場合は，この限りでない。 

 3 本市の執行機関は，第1項第2号に掲げる事

務を処理するために必要な限度で，規則で定

める特定個人情報及び住登外者宛名情報であ

って当該執行機関が保有するものを利用する

ことができる。 

 4 本市の執行機関は，特定個人番号利用事務を

処理するために必要な限度で，利用特定個人

情報及び住登外者宛名情報であって当該執行

機関が保有するものを利用することができ

る。ただし，法の規定により，情報提供ネッ

トワークシステムを使用して他の個人番号利

用事務実施者から当該利用特定個人情報の提

供を受けることができる場合は，この限りで

ない。 

2 前項の規定による特定個人情報又は利用特定

個人情報の利用ができる場合において，法

令，他の条例，規則その他の規程の規定によ

り当該特定個人情報又は当該利用特定個人情

報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義

務付けられているときは，当該書面の提出が

あったものとみなす。 

5 前3項の規定による特定個人情報又は利用特

定個人情報の利用があった場合において，他

の条例，規則その他の規程の規定により当該

特定個人情報又は当該利用特定個人情報と同

一の内容の情報を含む書面の提出が義務付け

られているときは，当該書面の提出があった

ものとみなす。 

(特定個人情報の提供) (特定個人情報の提供) 

第4条 法第19条第11号の条例で定める特定個

人情報を提供することができる場合は，本市

の機関が，本市の他の機関に対し，特定個人

番号利用事務を処理するために必要な利用特

定個人情報の提供を求めた場合において，当

該本市の他の機関が当該利用特定個人情報を

提供するときとする。 

第4条 法第19条第11号の条例で定める特定個

人情報を提供することができるときは，次に

掲げるときとする。 

 (1) 本市の執行機関が，本市の他の執行機関

に対し，特定個人番号利用事務を処理する

ために必要な利用特定個人情報の提供を求

めた場合において，当該本市の他の執行機

関が当該利用特定個人情報を提供すると

き。 

 (2) 別表第3の第1欄に掲げる機関が,同表の第

3欄に掲げる機関に対し，同表の第2欄に掲

げる事務を処理するために必要な限度で，

同表の第4欄に掲げる特定個人情報の提供を

求めた場合において，当該機関が当該特定

個人情報を提供するとき。 

2 前項の規定による利用特定個人情報の提供が

あった場合において，法令，他の条例，規則

その他の規程の規定により当該利用特定個人

情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が

2 前項の規定による利用特定個人情報又は特定

個人情報の提供があった場合において，他の

条例，規則その他の規程の規定により当該利

用特定個人情報又は当該特定個人情報と同一
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義務付けられているときは，当該書面の提出

があったものとみなす。 

の内容の情報を含む書面の提出が義務付けら

れているときは，当該書面の提出があったも

のとみなす。 

  

別表(第3条第1項第1号) 別表第1(第3条第1項第1号) 

事務 特定個人情報 

子どもの医療に要する費用

の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

医療保険各法(健康保険法

(大正11年法律第70号)，船

員保険法(昭和14年法律第7

3号)，私立学校教職員共済

法 (昭和 2 8年法律第 2 4 5

号)，国家公務員共済組合法

(昭和33年法律第128号)，

国民健康保険法(昭和33年

法律第192号)又は地方公務

員等共済組合法(昭和37年

法律第152号)をいう。以下

同じ。)による医療に関する

給付の支給又は保険料の徴

収に関する情報であって規

則で定めるもの 

地方税法(昭和25年法律第2

26号)その他の地方税に関

する法律に基づく条例の規

定により算定した税額又は

その算定の基礎となる事項

に関する情報(以下「地方税

関係情報」という。)であっ

て規則で定めるもの 

ひとり親家庭等の医療費等

の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

法第9条第3項に規定する戸

籍関係情報(以下「戸籍関係

情報」という。)であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

住民基本台帳法(昭和42年

法律第81号)第7条第4号に

規定する事項であって規則

で定めるもの 

医療保険各法又は高齢者の

医療の確保に関する法律(昭

和57年法律第80号)による

医療に関する給付の支給又

は保険料の徴収に関する情

報であって規則で定めるも

の 

柏市遺児等養育手当等支給

条例(昭和46年柏市条例第1

5号)に基づく遺児等の養育

手当等の支給に関する事務

であって規則で定めるもの 

戸籍関係情報であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

公的給付の支給等の迅速か

つ確実な実施のための預貯

金口座の登録等に関する法

律(令和3年法律第38号)第3

条第3項第1号から第3号ま

でに規定する事項であって

規則で定めるもの 
 

機関 事務 

1 市長 子どもの医療に要する費用の助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

2 市長 小児慢性特定疾病児童等に対する日常生活用

具の給付に関する事務であって規則で定める

もの 

3 市長 ひとり親家庭等の医療費等の助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

4 市長 柏市遺児等養育手当等支給条例(昭和46年柏

市条例第15号)に基づく遺児等の養育手当等

の支給に関する事務であって規則で定めるも

の 

5 市長 柏市重度心身障害者医療費の支給に関する条

例(昭和48年柏市条例第38号)に基づく重度心

身障害者の医療費の支給に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

6 市長 精神障害者の入院加療に係る医療費の助成に

関する事務であって規則で定めるもの 

7 市長 心身障害者等の福祉タクシーの利用に係る運

賃等の助成に関する事務であって規則で定め

るもの 

8 市長 心身障害者の使用に係る自動車の燃料費の助

成に関する事務であって規則で定めるもの 

9 市長 軽度中等度難聴児の補聴器の購入に係る費用

の助成に関する事務であって規則で定めるも

の 

10 市長 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律(平成17年法律第123号。以

下「障害者総合支援法」という。)第77条に

規定する地域生活支援事業として実施する地

域生活支援サービスに係る給付費の支給に関

する事務であって規則で定めるもの 

11 市長 障害者等の日常生活用具の購入に係る費用の

助成に関する事務であって規則で定めるもの 

12 市長 介護保険法(平成9年法律第123号)による指定

居宅サービス等の利用者負担に係る助成に関

する事務であって規則で定めるもの 

13 市長 認可外保育施設の利用者に対する扶助費の支

給に関する事務であって規則で定めるもの 

14 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の

情報の管理に関する事務であって規則で定め

るもの 

15 教育

委員会 

特別支援学級に在籍する児童生徒等の就学の

援助に係る奨励費の支給に関する事務であっ

て教育委員会規則で定めるもの 

16 教育

委員会 

学校教育法(昭和22年法律第26号)第19条の規

定により実施する就学の援助に関する事務で

あって教育委員会規則で定めるもの 

17 教育

委員会 

住登外者宛名番号管理機能による住登外者の

情報の管理に関する事務であって教育委員会

規則で定めるもの 
 

 別表第2(第3条第2項) 

 機関 事務 特定個人情報 

1 市長 子どもの医療に要する費用 医療保険給付関 
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  の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

係情報又は地方

税関係情報であ

って規則で定め

るもの 

2 市長 小児慢性特定疾病児童等に

対する日常生活用具の給付

に関する事務であって規則

で定めるもの 

生活保護関係情

報又は地方税関

係情報であって

規則で定めるも

の 

3 市長 ひとり親家庭等の医療費等

の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

戸籍関係情報，

地方税関係情

報，住民票関係

情報又は医療保

険給付関係情報

であって規則で

定めるもの 

4 市長 柏市遺児等養育手当等支給

条例に基づく遺児等の養育

手当等の支給に関する事務

であって規則で定めるもの 

戸籍関係情報又

は地方税関係情

報であって規則

で定めるもの 

5 市長 柏市重度心身障害者医療費

の支給に関する条例に基づ

く重度心身障害者の医療費

の支給に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

障害者関係情

報，地方税関係

情報，生活保護

関係情報又は障

害者総合支援法

第7条に規定す

る他の法令によ

り行われる給付

の支給に関する

情報であって規

則で定めるもの 

6 市長 精神障害者の入院加療に係

る医療費の助成に関する事

務であって規則で定めるも

の 

地方税関係情報

又は障害者総合

支援法第7条に

規定する他の法

令により行われ

る給付の支給に

関する情報であ

って規則で定め

るもの 

7 市長 心身障害者等の福祉タクシ

ーの利用に係る運賃等の助

成に関する事務であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

8 市長 心身障害者の使用に係る自

動車の燃料費の助成に関す

る事務であって規則で定め

るもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

9 市長 軽度中等度難聴児の補聴器

の購入に係る費用の助成に

関する事務であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報

又は生活保護関

係情報であって

規則で定めるも

の 

10 市長 障害者総合支援法第77条に

規定する地域生活支援事業

として実施する地域生活支

援サービスに係る給付費の

支給に関する事務であって

規則で定めるもの 

障害者関係情

報，地方税関係

情報，住民票関

係情報又は生活

保護関係情報で

あって規則で定

めるもの 

11 市長 障害者等の日常生活用具の

購入に係る費用の助成に関

する事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報

又は生活保護関

係情報であって

規則で定めるも 
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   の 

12 市長 介護保険法による指定居宅

サービス等の利用者負担に

係る助成に関する事務であ

って規則で定めるもの 

生活保護関係情

報又は地方税関

係情報であって

規則で定めるも

の 

13 市長 認可外保育施設の利用者に

対する扶助費の支給に関す

る事務であって規則で定め

るもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

 

 
 

 別表第3(第4条第1項第2号) 

 情報照

会機関 

事務 情報提

供機関 

特定個人情報 

1  教

育委

員会 

特別支援学級に在籍す

る児童生徒等の就学の

援助に係る奨励費の支

給に関する事務であっ

て教育委員会規則で定

めるもの 

市長 地方税関係情

報又は住民票

関係情報であ

って規則で定

めるもの 

2  教

育委

員会 

学校教育法第19条の

規定により実施する就

学の援助に関する事務

であって教育委員会規

則で定めるもの 

市長 地方税関係情

報又は住民票

関係情報であ

って規則で定

めるもの 
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議案第 ３号

柏市職員勤務時間条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  

 柏市職員勤務時間条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

  令和 ７年 ２月２１日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律の改正に伴い，育児を行う職員の時間外勤務の免除の制度

に係る当該職員が養育する子の年齢に係る要件を改めるとともに，

仕事と介護との両立に資する制度の周知等勤務環境の整備に関する

措置を講じることとしたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市職員勤務時間条例の一部を改正する条例  

 

 柏市職員勤務時間条例（昭和５３年柏市条例第３号）の一部を次

のように改正する。  

 

 第 ４ 条 の ２ の ４ 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 後 段 中 「 ３ 歳 に 満 た な い 」 を

「小学校就学の始期に達するまでの」に改める。  

 第９条の３第１項中「定める者」の次に「（第１２条第１項にお

いて「配偶者等」という。）」を加える。  

 第１１条を第１４条とし，第１０条の２を第１１条とし，同条の

次に次の２条を加える。  

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確

認等）  

第１２条  任命権者は，職員が配偶者等が当該職員の介護を必要と

する状況に至ったことを申し出たときは，当該職員に対して，仕

事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条に

おいて「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせ

るとともに，介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員の意向

を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。  

２  任命権者は，職員に対して，当該職員が４０歳に達した日の属

する年度において，前項に規定する事項を知らせなければならな

い。  

（勤務環境の整備に関する措置）  

第１３条  任命権者は，介護両立支援制度等の請求等が円滑に行わ

れるようにするため，次に掲げる措置を講じなければならない。  

 (1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施  

 (2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備  

 (3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措

置  

 

   附  則  
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 （施行期日）  

１  この条例は，令和７年４月１日から施行する。ただし，次項の

規定は，公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を改

正後の第４条の２の４第１項の規定による請求に係る期間の初日

とする当該請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を

養育するために行うものに限る。）を行おうとする職員は，施行

日前においても，規則で定めるところにより，当該請求を行うこ

とができる。  
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議案第３号資料  

   柏市職員勤務時間条例の一部を改正する条例について  

柏市職員勤務時間条例（昭和５３年柏市条例第３号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(育児又は介護を行う職員の時間外勤務の免

除) 

(育児又は介護を行う職員の時間外勤務の免

除) 

第4条の2の4 任命権者は，3歳に満たない子の

ある職員が，規則で定めるところにより，当該

子を養育するために請求した場合には，当該請

求をした職員の業務を処理するための措置を

講じることが著しく困難である場合を除き，第

4条の2第2項に規定する勤務(災害その他避け

ることのできない事由に基づく臨時の勤務を

除く。次条第2項において同じ。)をさせてはな

らない。 

第4条の2の4 任命権者は，小学校就学の始期に

達するまでの子のある職員が，規則で定めると

ころにより，当該子を養育するために請求した

場合には，当該請求をした職員の業務を処理す

るための措置を講じることが著しく困難であ

る場合を除き，第4条の2第2項に規定する勤務

(災害その他避けることのできない事由に基づ

く臨時の勤務を除く。次条第2項において同

じ。)をさせてはならない。 

2 前項の規定は，第9条の3第1項に規定する要

介護者を介護する職員について準用する。この

場合において，前項中「3歳に満たない子のあ

る職員が，規則で定めるところにより，当該子

を養育する」とあるのは「第9条の3第1項に規

定する要介護者のある職員が，規則で定めると

ころにより，当該要介護者を介護する」と，「当

該請求をした職員の業務を処理するための措

置を講じることが著しく困難である」とあるの

は「公務の運営に支障がある」と読み替えるも

のとする。 

2 前項の規定は，第9条の3第1項に規定する要

介護者を介護する職員について準用する。この

場合において，前項中「小学校就学の始期に達

するまでの子のある職員が，規則で定めるとこ

ろにより，当該子を養育する」とあるのは「第

9条の3第1項に規定する要介護者のある職員

が，規則で定めるところにより，当該要介護者

を介護する」と，「当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講じることが著しく

困難である」とあるのは「公務の運営に支障が

ある」と読み替えるものとする。 

3 略 3 略 

(介護休暇) (介護休暇) 

第9条の3 介護休暇は，職員が要介護者(配偶者

(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下同じ。)，父母，子，配

偶者の父母その他規則で定める者で，負傷，疾

病又は老齢により規則で定める期間にわたり

日常生活を営むのに支障があるものをいう。以

下同じ。)の介護をするため，任命権者が，規

則で定めるところにより，職員の申出に基づ

き，要介護者の各々が当該介護を必要とする一

の継続する状態ごとに，3回を超えず，かつ，

通算して6月を超えない範囲内で指定する期間

(以下「指定期間」という。)内において勤務し

ないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇とする。 

第9条の3 介護休暇は，職員が要介護者(配偶者

(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下同じ。)，父母，子，配

偶者の父母その他規則で定める者(第12条第1

項において「配偶者等」という。)で，負傷，

疾病又は老齢により規則で定める期間にわた

り日常生活を営むのに支障があるものをいう。

以下同じ。)の介護をするため，任命権者が，

規則で定めるところにより，職員の申出に基づ

き，要介護者の各々が当該介護を必要とする一

の継続する状態ごとに，3回を超えず，かつ，

通算して6月を超えない範囲内で指定する期間

(以下「指定期間」という。)内において勤務し

ないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇とする。 

2及び3 略 2及び3 略 

(会計年度任用職員の勤務時間等) (会計年度任用職員の勤務時間等) 

第10条の2 略 第11条 略 

 (配偶者等が介護を必要とする状況に至った職

員に対する意向確認等) 

 第12条 任命権者は，職員が配偶者等が当該職員

の介護を必要とする状況に至ったことを申し
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出たときは，当該職員に対して，仕事と介護と

の両立に資する制度又は措置(以下この条及び

次条において「介護両立支援制度等」という。)

その他の事項を知らせるとともに，介護両立支

援制度等の請求等に係る当該職員の意向を確

認するための面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。 

 2 任命権者は，職員に対して，当該職員が40歳

に達した日の属する年度において，前項に規定

する事項を知らせなければならない。 

 (勤務環境の整備に関する措置) 

 第13条 任命権者は，介護両立支援制度等の請求

等が円滑に行われるようにするため，次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

 (1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る

研修の実施 

 (2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の

整備 

 (3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環

境の整備に関する措置 

(委任) (委任) 

第11条 略 第14条 略 
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議案第  ４号   

 

 

   柏市職員公益的法人等派遣等条例の一部を改正する条例  

   の制定について  

 

 

 柏市職員公益的法人等派遣等条例の一部を改正する条例を次のと

おり制定する。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律に基

づき，特定法人の業務に従事させるための職員の派遣に関し必要な

事項を定めたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市職員公益的法人等派遣等条例の一部を改正する条例  

 

 柏市職員公益的法人等派遣等条例（平成１３年柏市条例第３７号）

の一部を次のように改正する。  

 

 第１条中「並びに第９条」を「，第９条，第１０条第１項及び第

２項並びに第１２条第１項」に改める。  

 第５条中「第７条に」を「第７条，第１５条，第１６条，第１７

条及び第１８条第１項に」に改め，「昭和３０年柏市条例第１３号」

の次に「。以下「給与条例」という。」を加える。  

 第９条中「除く」の次に「。第１９条において同じ」を加える。  

 第１０条を第２０条とし，第９条の次に次の７条，見出し及び３

条を加える。  

（法第１０条第１項に規定する条例で定める法人）  

第１０条  法第１０条第１項に規定する株式会社（以下「特定法人」

という。）は，本市が出資している株式会社であって，その業務

の全部又は一部が地域の振興，住民の生活の向上その他公益の増

進に寄与するとともに本市の事務又は事業と密接な関連を有する

ものであり，かつ，本市がその施策の推進を図るために人的援助

を行うことが必要であるもののうち規則で定めるものとする。  

（法第１０条第１項に規定する条例で定める職員）  

第１１条  法第１０条第１項に規定する条例で定める職員は，第２

条第２項各号に掲げる職員とする。  

（法第１０条第１項に規定するその他の条例で定める場合）  

第１２条  法第１０条第１項に規定するその他の条例で定める場合

は，次に掲げる場合とする。  

(1) 法第１０条第２項に規定する退職派遣者（以下「退職派遣者」

という。）が特定法人の役職員の地位を失った場合  

(2) 次に掲げる場合であって，退職派遣者を引き続き特定法人の

役職員として在職させることができないとき又は適当でないと

認められるとき。  
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ア  退職派遣者の特定法人の業務への従事が法又はこの条例の

規定に適合しなくなった場合  

イ  法第１０条第１項の規定により締結された取決めに反する

こととなった場合  

ウ  退職派遣者が心身の故障のため，業務の遂行に支障があり，

若しくはこれに堪えない場合又は長期の休業を要する場合  

エ  退職派遣者が刑事事件に関し起訴された場合  

(3) 公務上の必要等のために当該退職派遣者を職員として採用す

ることが必要と認められる場合  

（法第１０条第１項に規定するその他条例で定める場合）  

第１３条  法第１０条第１項に規定するその他条例で定める場合は，

退職派遣者が特定法人の業務に従事すべき期間に，刑法（明治４

０年法律第４５号）その他の法令の規定に違反した場合であって，

当該退職派遣者が引き続き職員として在職したものとみなしたな

らば，地方公務員法第２９条の規定による懲戒免職の処分を行う

ことが適当と認められるときとする。  

（法第１０条第２項に規定する条例で定める事項）  

第１４条  法第１０条第２項に規定する条例で定める事項は，次に

掲げる事項とする。  

(1) 法第１０条第１項に規定する要請に係る職員の特定法人にお

ける福利厚生に関する事項  

(2) 前号に規定する職員の特定法人における業務の従事の状況の

連絡に関する事項  

（採用された職員に関する柏市一般職職員給与条例の特例）  

第１５条  法第１０条第１項の規定により採用された職員に関する

給与条例第１４条第１項の規定の適用については，特定法人にお

いて就いていた業務（当該業務に係る労働者災害補償保険法第７

条第２項に規定する通勤を含む。）を公務とみなす。  

（退職派遣者の採用時における処遇）  

第１６条  退職派遣者が法第１０条第１項の規定により職員として

採用された場合におけるその者の職務の級及び号給については，

部内の他の職員との権衡上必要と認められる範囲内において，規

則で定めるところにより，必要な調整を行うことができる。  
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（採用された職員に関する柏市職員退職手当条例の特例）  

第１７条  法第１０条第１項の規定により採用された職員に関する

退職手当条例の規定の適用については，特定法人の業務に係る業

務上の傷病又は死亡は退職手当条例第４条第２項，第５条第１項

及び第６条の４第１項に規定する公務上の傷病又は死亡と，当該

業務に係る労働者災害補償保険法第７条第２項に規定する通勤に

よる傷病は退職手当条例第４条第２項，第５条第２項及び第６条

の４第１項に規定する通勤による傷病とみなす。  

第１８条  職員が，法第１０条第１項の規定により，任命権者の要

請に応じ，引き続いて特定法人で，退職手当（これに相当する給

与を含む。以下この項において同じ。）に関する規程において，

職員が，任命権者の要請に応じ，退職手当を支給されないで，引

き続いて当該特定法人に使用される者となった場合に，職員とし

ての勤続期間を当該特定法人に使用される者（役員を含む。以下

この項において同じ。）としての勤続期間に通算することと定め

ているものに使用される者（以下「特定法人役職員」という。）

となるため退職し，かつ，引き続き特定法人役職員として在職し

た後引き続いて法第１０条第１項の規定により職員として採用さ

れた者の退職手当条例第７条第１項の規定による在職期間の計算

については，先の職員としての在職期間の始期から後の職員とし

ての在職期間の終期までの期間は，職員としての引き続いた在職

期間とみなす。  

２  前項の場合における特定法人役職員としての在職期間について

は，退職手当条例第７条（第５項を除く。）の規定を準用して計

算する。  

３  法第１０条第１項の規定により退職し，引き続いて特定法人役

職員となった場合においては，退職手当条例の規定による退職手

当は，支給しない。  

（報告）  

第１９条  任命権者は，規則で定めるところにより，退職派遣者の

特定法人における処遇の状況等及び退職派遣者が法第１０条第１

項の規定により職員として採用された場合における処遇の状況等

を市長に報告しなければならない。  
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   附  則  

 この条例は，令和７年４月１日から施行する。  

29



30



 

議案第４号資料  

   柏市職員公益的法人等派遣等条例の一部を改正する条例に  

   ついて  

柏市職員公益的法人等派遣等条例（平成１３年柏市条例第３７号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は，公益的法人等への一般職の

地方公務員の派遣等に関する法律(平成12年法

律第50号。以下「法」という。)第2条第1項及

び第3項，第5条第1項，第6条第2項並びに第9

条の規定により，公益的法人等への職員の派遣

等に関し必要な事項を定めるものとする。 

第1条 この条例は，公益的法人等への一般職の

地方公務員の派遣等に関する法律(平成12年法

律第50号。以下「法」という。)第2条第1項及

び第3項，第5条第1項，第6条第2項，第9条，

第10条第1項及び第2項並びに第12条第1項の

規定により，公益的法人等への職員の派遣等に

関し必要な事項を定めるものとする。 

(職務に復帰した職員に関する柏市一般職職員

給与条例の特例) 

(職務に復帰した職員に関する柏市一般職職員

給与条例の特例) 

第5条 職員派遣後職務に復帰した職員(企業職

員である職員及び単純労務職員である職員を

除く。第7条において同じ。)に関する柏市一般

職職員給与条例(昭和30年柏市条例第13号)第1

4条第1項の規定の適用については，派遣先団体

において就いていた業務(当該業務に係る労働

者災害補償保険法(昭和22年法律第50号)第7条

第2項に規定する通勤を含む。)を公務とみな

す。 

第5条 職員派遣後職務に復帰した職員(企業職

員である職員及び単純労務職員である職員を

除く。第7条，第15条，第16条，第17条及び第

18条第1項において同じ。)に関する柏市一般職

職員給与条例(昭和30年柏市条例第13号。以下

「給与条例」という。)第14条第1項の規定の適

用については，派遣先団体において就いていた

業務(当該業務に係る労働者災害補償保険法(昭

和22年法律第50号)第7条第2項に規定する通勤

を含む。)を公務とみなす。 

(報告) (報告) 

第9条 任命権者(市長である任命権者を除く。)

は，規則で定めるところにより，派遣職員の派

遣先団体における処遇の状況等及び職員派遣

後職務に復帰した職員の処遇の状況等を市長

に報告しなければならない。 

第9条 任命権者(市長である任命権者を除く。第

19条において同じ。)は，規則で定めるところ

により，派遣職員の派遣先団体における処遇の

状況等及び職員派遣後職務に復帰した職員の

処遇の状況等を市長に報告しなければならな

い。 

 (法第10条第1項に規定する条例で定める法人) 

 第10条 法第10条第1項に規定する株式会社(以

下「特定法人」という。)は，本市が出資して

いる株式会社であって，その業務の全部又は一

部が地域の振興，住民の生活の向上その他公益

の増進に寄与するとともに本市の事務又は事

業と密接な関連を有するものであり，かつ，本

市がその施策の推進を図るために人的援助を

行うことが必要であるもののうち規則で定め

るものとする。 

 (法第10条第1項に規定する条例で定める職員) 

 第11条 法第10条第1項に規定する条例で定め

る職員は，第2条第2項各号に掲げる職員とす

る。 

 (法第10条第1項に規定するその他の条例で定

める場合) 

 第12条 法第10条第1項に規定するその他の条
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例で定める場合は，次に掲げる場合とする。 

 (1) 法第10条第2項に規定する退職派遣者(以

下「退職派遣者」という。)が特定法人の役

職員の地位を失った場合 

 (2) 次に掲げる場合であって，退職派遣者を

引き続き特定法人の役職員として在職させ

ることができないとき又は適当でないと認

められるとき。 

 ア 退職派遣者の特定法人の業務への従事

が法又はこの条例の規定に適合しなくな

った場合 

 イ 法第10条第1項の規定により締結され

た取決めに反することとなった場合 

 ウ 退職派遣者が心身の故障のため，業務の

遂行に支障があり，若しくはこれに堪えな

い場合又は長期の休業を要する場合 

 エ 退職派遣者が刑事事件に関し起訴され

た場合 

 (3) 公務上の必要等のために当該退職派遣者

を職員として採用することが必要と認めら

れる場合 

 (法第10条第1項に規定するその他条例で定め

る場合) 

 第13条 法第10条第1項に規定するその他条例

で定める場合は，退職派遣者が特定法人の業務

に従事すべき期間に，刑法(明治40年法律第45

号)その他の法令の規定に違反した場合であっ

て，当該退職派遣者が引き続き職員として在職

したものとみなしたならば，地方公務員法第2

9条の規定による懲戒免職の処分を行うことが

適当と認められるときとする。 

 (法第10条第2項に規定する条例で定める事項) 

 第14条 法第10条第2項に規定する条例で定め

る事項は，次に掲げる事項とする。 

 (1) 法第10条第1項に規定する要請に係る職

員の特定法人における福利厚生に関する事

項 

 (2) 前号に規定する職員の特定法人における

業務の従事の状況の連絡に関する事項 

 (採用された職員に関する柏市一般職職員給与

条例の特例) 

 第15条 法第10条第1項の規定により採用され

た職員に関する給与条例第14条第1項の規定の

適用については，特定法人において就いていた

業務(当該業務に係る労働者災害補償保険法第

7条第2項に規定する通勤を含む。)を公務とみ

なす。 

 (退職派遣者の採用時における処遇) 

 第16条 退職派遣者が法第10条第1項の規定に

より職員として採用された場合におけるその
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者の職務の級及び号給については，部内の他の

職員との権衡上必要と認められる範囲内にお

いて，規則で定めるところにより，必要な調整

を行うことができる。 

 (採用された職員に関する柏市職員退職手当条

例の特例) 

 第17条 法第10条第1項の規定により採用され

た職員に関する退職手当条例の規定の適用に

ついては，特定法人の業務に係る業務上の傷病

又は死亡は退職手当条例第4条第2項，第5条第

1項及び第6条の4第1項に規定する公務上の傷

病又は死亡と，当該業務に係る労働者災害補償

保険法第7条第2項に規定する通勤による傷病

は退職手当条例第4条第2項，第5条第2項及び

第6条の4第1項に規定する通勤による傷病とみ

なす。 

 第18条 職員が，法第10条第1項の規定により，

任命権者の要請に応じ，引き続いて特定法人

で，退職手当(これに相当する給与を含む。以

下この項において同じ。)に関する規程におい

て，職員が，任命権者の要請に応じ，退職手当

を支給されないで，引き続いて当該特定法人に

使用される者となった場合に，職員としての勤

続期間を当該特定法人に使用される者(役員を

含む。以下この項において同じ。)としての勤

続期間に通算することと定めているものに使

用される者(以下「特定法人役職員」という。)

となるため退職し，かつ，引き続き特定法人役

職員として在職した後引き続いて法第10条第1

項の規定により職員として採用された者の退

職手当条例第7条第1項の規定による在職期間

の計算については，先の職員としての在職期間

の始期から後の職員としての在職期間の終期

までの期間は，職員としての引き続いた在職期

間とみなす。 

 2 前項の場合における特定法人役職員としての

在職期間については，退職手当条例第7条(第5

項を除く。)の規定を準用して計算する。 

 3 法第10条第1項の規定により退職し，引き続

いて特定法人役職員となった場合においては，

退職手当条例の規定による退職手当は，支給し

ない。 

 (報告) 

 第19条 任命権者は，規則で定めるところによ

り，退職派遣者の特定法人における処遇の状況

等及び退職派遣者が法第10条第1項の規定に

より職員として採用された場合における処遇

の状況等を市長に報告しなければならない。 

(委任) (委任) 

第10条 略 第20条 略 
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議案第  ５号   

 

 

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部を改正する  

条例の制定について  

 

 

 柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 消防団員の報酬の額を改めたいので提案する。  

35



 

柏市条例第   号  

 

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部を改正する  

条例  

 

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例（昭和６１年柏市条例第３

号）の一部を次のように改正する。  

 

 別表第１第１５号中「１２６，５００円」を「１４０，０００円」

に改め，同表第１６号中「８７，０００円」を「１１０，０００円」

に改め，同表第１７号中「６６，５００円」を「９５，０００円」

に改め，同表第１８号中「５４，５００円」を「８５，０００円」

に改め，同表第１９号中「５４，５００円」を「７８，０００円」

に改め，同表第２０号中「４８，０００円」を「５７，０００円」

に改め，同表第２１号中「４３，０００円」を「４８，０００円」

に改め，同表第２２号中「３８，５００円」を「４３，０００円」

に改め，同表第２３号中「３６，５００円」を「４０，０００円」

に改め，同表第２４号の２中「３，５００円」を「６，０００円以

内で任命権者が定める額」に改め，同表第２４号の３中「２，５５

０円」を「３，２００円」に改める。  

 

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の別表第１第２４号の２及び第２４号の３の規定は，こ

の条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の出動（水火

災及び地震等の災害に係るものを除く。以下同じ。）に係る報酬

の額について適用し，施行日前の出動に係る報酬の額については，

なお従前の例による。  
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議案第５号資料  

   柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部を改正する条  

例について  

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例（昭和６１年柏市条例第３号）新旧対照表 

改正前 改正後 

別表第1(第2条) 別表第1(第2条) 

号 職名 支給区分 報酬額 

1から14まで 略 

15 消防団長 年額 126,500円 

16 消防団副団長 年額 87,000円 

17 消防団方面隊長 年額 66,500円 

18 消防団副方面隊長 年額 54,500円 

19 消防団分団長 年額 54,500円 

20 消防団副分団長 年額 48,000円 

21 消防団部長 年額 43,000円 

22 消防団班長 年額 38,500円 

23 消防団員 年額 36,500円 

24 略 

24

の2 

訓練に出動した第15号か

ら第23号までに掲げる職

員 

 

1 回当た

りの額 

3,500円 

24

の3 

前2号に掲げる出動以外

の出動をした第15号から

第23号までに掲げる職員 

1 回当た

りの額 

2,550円 

25から44まで 略 
 

号 職名 支給区分 報酬額 

1から14まで 略 

15 消防団長 年額 140,000円 

16 消防団副団長 年額 110,000円 

17 消防団方面隊長 年額 95,000円 

18 消防団副方面隊長 年額 85,000円 

19 消防団分団長 年額 78,000円 

20 消防団副分団長 年額 57,000円 

21 消防団部長 年額 48,000円 

22 消防団班長 年額 43,000円 

23 消防団員 年額 40,000円 

24 略 

24

の2 

訓練に出動した第15号か

ら第23号までに掲げる職

員 

1 回当た

りの額 

6,000 円以

内で任命権

者が定める

額 

24

の3 

前2号に掲げる出動以外

の出動をした第15号から

第23号までに掲げる職員 

1 回当た

りの額 

3,200円 

25から44まで 略 
 

備考 略 備考 略 
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議案第 ６号

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理に関する条例の制定について  

 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例を次のとおり制定する。  

  令和 ７年 ２月２１日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い，関係条例の整理を行

いたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整  

   理に関する条例  

 

 （柏市一般職職員給与条例の一部改正）  

第１条  柏市一般職職員給与条例（昭和３０年柏市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。  

  第２１条の２第３号及び第４号並びに第２１条の３第１項第１

号及び第３項第１号中「禁錮
 こ

」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市職員退職手当条例の一部改正）  

第２条  柏市職員退職手当条例（昭和３０年柏市条例第２６号）の

一部を次のように改正する。  

  第１３条第１項第１号及び第５項第２号，第１４条の見出し，

同条第１項第１号，第１５条第１項第１号並びに第１７条第４項

中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市消防団員退職報償金条例の一部改正）  

第３条  柏市消防団員退職報償金条例（昭和３９年柏市条例第３７

号）の一部を次のように改正する。  

  第６条中「一に」を「いずれかに」に改め，同条第１号中「禁

錮
 こ

」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市ラブホテル建築規制条例の一部改正）  

第４条  柏市ラブホテル建築規制条例（昭和６０年柏市条例第２８

号）の一部を次のように改正する。  

  第１４条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市環境保全条例の一部改正）  

第５条  柏市環境保全条例（平成１３年柏市条例第３２号）の一部

を次のように改正する。  

  第９４条第１項から第４項までの規定中「懲役」を「拘禁刑」

に改める。  

 （柏市行政不服及び情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改

正）  

第６条  柏市行政不服及び情報公開・個人情報保護審議会条例（平
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成１６年柏市条例第１２号）の一部を次のように改正する。  

  第１６条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市産業廃棄物不適正処理防止条例の一部改正）  

第７条  柏市産業廃棄物不適正処理防止条例（平成１９年柏市条例

第５７号）の一部を次のように改正する。  

  第２９条及び第３０条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市浄化槽保守点検業者登録条例の一部改正）  

第８条  柏市浄化槽保守点検業者登録条例（平成１９年柏市条例第

５９号）の一部を次のように改正する。  

  第１７条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市土砂等埋立て等規制条例の一部改正）  

第９条  柏市土砂等埋立て等規制条例（平成１９年柏市条例第６０

号）の一部を次のように改正する。  

  第３９条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市硫酸ピッチ生成禁止条例の一部改正）  

第１０条  柏市硫酸ピッチ生成禁止条例（平成２０年柏市条例第１

７号）の一部を次のように改正する。  

  第９条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市公設総合地方卸売市場業務条例の一部改正）  

第１１条  柏市公設総合地方卸売市場業務条例（令和２年柏市条例

第１８号）の一部を次のように改正する。  

  第９条第４項第３号イ及び第１９条第４項第３号イ中「禁錮」

を「拘禁刑」に改める。  

 （柏市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正）  

第１２条  柏市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年柏

市条例第３３号）の一部を次のように改正する。  

  附則第７項及び第９項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

第１条  この条例は，刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律

第６７号。以下「刑法等一部改正法」という。）の施行の日（令

和７年６月１日）から施行する。  
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 （罰則の適用等に関する経過措置）  

第２条  この条例の施行前にした行為の処罰については，なお従前

の例による。  

２  この条例の施行後にした行為に対して，他の条例の規定により

なお従前の例によることとされる罰則を適用する場合において，

当該罰則に定める刑に刑法等一部改正法第２条の規定による改正

前の 刑 法 （明 治 ４０ 年 法 律第 ４ ５ 号 ） 第 １２ 条 に 規 定 す る懲 役

（有期のものに限る。以下「懲役」という。）が含まれるときは，

当該刑のうち懲役はその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁

刑とする。  

 （柏市一般職職員給与条例の一部改正に伴う経過措置）  

第３条  刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）

（以下「刑法等一部改正法等」という。）並びにこの条例の施行

前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪に

つき起訴をされた者は，第１条の規定による改正後の柏市一般職

職員給与条例第２１条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）

及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用について

は，拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。  

 （柏市職員退職手当条例の一部改正に伴う経過措置）  

第４条  刑法等一部改正法等及びこの条例の施行前に犯した禁錮以

上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた

者は，第２条の規定による改正後の柏市職員退職手当条例第１３

条第 １ 項 及び 第 ５項 ， 第 １４ 条 第１ 項 （ 第１ 号 に係 る 部 分に 限

る。）並びに第１７条第４項並びに柏市職員退職手当条例第１７

条第３項の規定の適用については，拘禁刑が定められている罪に

つき起訴をされた者とみなす。  
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議案第６号資料

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理

に関する条例について  

柏市一般職職員給与条例（昭和３０年柏市条例第１３号）新旧対照表（第１条関係） 

改正前 改正後 

(期末手当の支給制限) (期末手当の支給制限) 

第21条の2 次の各号のいずれかに該当する者

には，前条第1項の規定にかかわらず，当該各

号の基準日に係る期末手当(第4号に掲げる者

にあっては，その支給を一時差し止めた期末手

当)は，支給しない。 

第21条の2 次の各号のいずれかに該当する者

には，前条第1項の規定にかかわらず，当該各

号の基準日に係る期末手当(第4号に掲げる者

にあっては，その支給を一時差し止めた期末手

当)は，支給しない。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略

(3) 基準日前1箇月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間に

離職した職員(前各号に掲げる者を除く。)

で，その離職した日から当該支給日の前日ま

での間に禁錮
こ

以上の刑に処せられたもの 

(3) 基準日前1箇月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間に

離職した職員(前各号に掲げる者を除く。)

で，その離職した日から当該支給日の前日ま

での間に拘禁刑以上の刑に処せられたもの

(4) 次条第1項の規定により期末手当の支給

を一時差し止める処分を受けた者(当該処分

を取り消された者を除く。)で，その者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関して禁

錮
こ

以上の刑に処せられたもの 

(4) 次条第1項の規定により期末手当の支給

を一時差し止める処分を受けた者(当該処分

を取り消された者を除く。)で，その者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関して拘

禁刑以上の刑に処せられたもの

(期末手当の支給の一時差止め) (期末手当の支給の一時差止め) 

第21条の3 任命権者は，支給日に期末手当を支

給することとされていた職員で当該支給日の

前日までに離職したものが次の各号のいずれ

かに該当する場合は，当該期末手当の支給を一

時差し止めることができる。 

第21条の3 任命権者は，支給日に期末手当を支

給することとされていた職員で当該支給日の

前日までに離職したものが次の各号のいずれ

かに該当する場合は，当該期末手当の支給を一

時差し止めることができる。 

(1) 離職した日から当該支給日の前日までの

間に，その者の在職期間中の行為に係る刑事

事件に関して，その者が起訴(当該起訴に係

る犯罪について禁錮
こ

以上の刑が定められて

いるものに限り，刑事訴訟法(昭和23年法律

第131号)第6編に規定する略式手続によるも

のを除く。第3項において同じ。)をされ，そ

の判決が確定していない場合 

(1) 離職した日から当該支給日の前日までの

間に，その者の在職期間中の行為に係る刑事

事件に関して，その者が起訴(当該起訴に係

る犯罪について拘禁刑以上の刑が定められ

ているものに限り，刑事訴訟法(昭和23年法

律第131号)第6編に規定する略式手続による

ものを除く。第3項において同じ。)をされ，

その判決が確定していない場合

(2) 略 (2) 略

2 略 2 略 

3 任命権者は，一時差止処分について，次の各

号のいずれかに該当するに至った場合には，速

やかに当該一時差止処分を取り消さなければ

ならない。ただし，第3号に該当する場合にお

いて，一時差止処分を受けた者がその者の在職

期間中の行為に係る刑事事件に関して現に逮

捕されているときその他これを取り消すこと

が一時差止処分の目的に明らかに反すると認

めるときは，この限りでない。 

3 任命権者は，一時差止処分について，次の各

号のいずれかに該当するに至った場合には，速

やかに当該一時差止処分を取り消さなければ

ならない。ただし，第3号に該当する場合にお

いて，一時差止処分を受けた者がその者の在職

期間中の行為に係る刑事事件に関して現に逮

捕されているときその他これを取り消すこと

が一時差止処分の目的に明らかに反すると認

めるときは，この限りでない。 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止 (1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止
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処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関して禁錮
こ

以上の刑に処せられなかった場

合 

処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関して拘禁刑以上の刑に処せられなかった

場合 

(2)及び(3) 略 (2)及び(3) 略 

4から6まで 略 4から6まで 略 

 

柏市職員退職手当条例（昭和３０年柏市条例第２６号）新旧対照表（第２条関係） 

改正前 改正後 

(退職手当の支払の差止め) (退職手当の支払の差止め) 

第13条 退職をした者が次の各号のいずれかに

該当するときは，当該退職に係る退職手当管理

機関は，当該退職をした者に対し，当該退職に

係る一般の退職手当等の額の支払を差し止め

る処分を行うものとする。 

第13条 退職をした者が次の各号のいずれかに

該当するときは，当該退職に係る退職手当管理

機関は，当該退職をした者に対し，当該退職に

係る一般の退職手当等の額の支払を差し止め

る処分を行うものとする。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴(当該起訴に係

る犯罪について禁錮以上の刑が定められて

いるものに限り，刑事訴訟法(昭和23年法律

第131号)第6編に規定する略式手続によるも

のを除く。以下同じ。)をされた場合におい

て，その判決の確定前に退職をしたとき。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴(当該起訴に係

る犯罪について拘禁刑以上の刑が定められ

ているものに限り，刑事訴訟法(昭和23年法

律第131号)第6編に規定する略式手続による

ものを除く。以下同じ。)をされた場合にお

いて，その判決の確定前に退職をしたとき。 

(2) 略 (2) 略 

2から4まで 略 2から4まで 略 

5 第1項又は第2項の規定による支払差止処分

を行った退職手当管理機関は，次の各号のいず

れかに該当するに至った場合には，速やかに当

該支払差止処分を取り消さなければならない。

ただし，第3号に該当する場合において，当該

支払差止処分を受けた者がその者の基礎在職

期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕

されているときその他これを取り消すことが

支払差止処分の目的に明らかに反すると認め

るときは，この限りでない。 

5 第1項又は第2項の規定による支払差止処分

を行った退職手当管理機関は，次の各号のいず

れかに該当するに至った場合には，速やかに当

該支払差止処分を取り消さなければならない。

ただし，第3号に該当する場合において，当該

支払差止処分を受けた者がその者の基礎在職

期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕

されているときその他これを取り消すことが

支払差止処分の目的に明らかに反すると認め

るときは，この限りでない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について，

当該支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき，判決が確定した

場合(禁錮以上の刑に処せられた場合及び無

罪の判決が確定した場合を除く。)又は公訴

を提起しない処分があった場合であって，次

条第1項の規定による処分を受けることな

く，当該判決が確定した日又は当該公訴を提

起しない処分があった日から6月を経過した

場合 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について，

当該支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき，判決が確定した

場合(拘禁刑以上の刑に処せられた場合及び

無罪の判決が確定した場合を除く。)又は公

訴を提起しない処分があった場合であって，

次条第1項の規定による処分を受けることな

く，当該判決が確定した日又は当該公訴を提

起しない処分があった日から6月を経過した

場合 

(3) 略 (3) 略 

6から10まで 略 6から10まで 略 

(退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退

職手当の支給制限) 

(退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の

退職手当の支給制限) 

第14条 退職をした者に対しまだ当該退職に係

る一般の退職手当等の額が支払われていない

場合において，次の各号のいずれかに該当する

ときは，当該退職に係る退職手当管理機関は，

第14条 退職をした者に対しまだ当該退職に係

る一般の退職手当等の額が支払われていない

場合において，次の各号のいずれかに該当する

ときは，当該退職に係る退職手当管理機関は，
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当該退職をした者(第1号又は第2号に該当する

場合において，当該退職をした者が死亡したと

きは，当該一般の退職手当等の額の支払を受け

る権利を承継した者)に対し，第12条第1項に規

定する事情及び同項各号に規定する退職をし

た場合の一般の退職手当等の額との権衡を勘

案して，当該一般の退職手当等の全部又は一部

を支給しないこととする処分を行うことがで

きる。 

当該退職をした者(第1号又は第2号に該当する

場合において，当該退職をした者が死亡したと

きは，当該一般の退職手当等の額の支払を受け

る権利を承継した者)に対し，第12条第1項に規

定する事情及び同項各号に規定する退職をし

た場合の一般の退職手当等の額との権衡を勘

案して，当該一般の退職手当等の全部又は一部

を支給しないこととする処分を行うことがで

きる。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件(当該退職後

に起訴をされた場合にあっては，基礎在職期

間中の行為に係る刑事事件に限る。)に関し

当該退職後に禁錮以上の刑に処せられたと

き。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件(当該退職後

に起訴をされた場合にあっては，基礎在職期

間中の行為に係る刑事事件に限る。)に関し

当該退職後に拘禁刑以上の刑に処せられた

とき。 

(2)及び(3) 略 (2)及び(3) 略 

2から6まで 略 2から6まで 略 

(退職をした者の退職手当の返納) (退職をした者の退職手当の返納) 

第15条 退職をした者に対し当該退職に係る一

般の退職手当等の額が支払われた後において，

次の各号のいずれかに該当するときは，当該退

職に係る退職手当管理機関は，当該退職をした

者に対し，第12条第1項に規定する事情のほ

か，当該退職をした者の生計の状況を勘案し

て，当該一般の退職手当等の額(当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受けて

いなければ第10条第3項，第6項又は第8項の規

定による退職手当の支給を受けることができ

た者(次条及び第17条において「失業手当受給

可能者」という。)であった場合には，これら

の規定により算出される金額(次条及び第17条

において「失業者退職手当額」という。)を除

く。)の全部又は一部の返納を命じる処分を行

うことができる。 

第15条 退職をした者に対し当該退職に係る一

般の退職手当等の額が支払われた後において，

次の各号のいずれかに該当するときは，当該退

職に係る退職手当管理機関は，当該退職をした

者に対し，第12条第1項に規定する事情のほ

か，当該退職をした者の生計の状況を勘案し

て，当該一般の退職手当等の額(当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受けて

いなければ第10条第3項，第6項又は第8項の規

定による退職手当の支給を受けることができ

た者(次条及び第17条において「失業手当受給

可能者」という。)であった場合には，これら

の規定により算出される金額(次条及び第17条

において「失業者退職手当額」という。)を除

く。)の全部又は一部の返納を命じる処分を行

うことができる。 

(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行

為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処

せられたとき。 

(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行

為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に

処せられたとき。 

(2)及び(3) 略 (2)及び(3) 略 

2から6まで 略 2から6まで 略 

(退職手当受給者の相続人からの退職手当相当

額の納付) 

(退職手当受給者の相続人からの退職手当相当

額の納付) 

第17条 略 第17条 略 

2及び3 略 2及び3 略 

4 退職手当の受給者が，当該退職の日から6月以

内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し起訴をされた場合において，当該刑事事件

に関し禁錮以上の刑に処せられた後において

第15条第1項の規定による処分を受けること

なく死亡したときは，当該退職に係る退職手当

管理機関は，当該退職手当の受給者の死亡の日

から6月以内に限り，当該退職手当の受給者の

相続人に対し，当該退職をした者が当該刑事事

4 退職手当の受給者が，当該退職の日から6月以

内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し起訴をされた場合において，当該刑事事件

に関し拘禁刑以上の刑に処せられた後におい

て第15条第1項の規定による処分を受けるこ

となく死亡したときは，当該退職に係る退職手

当管理機関は，当該退職手当の受給者の死亡の

日から6月以内に限り，当該退職手当の受給者

の相続人に対し，当該退職をした者が当該刑事
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件に関し禁錮以上の刑に処せられたことを理

由として，当該一般の退職手当等の額(当該退

職をした者が失業手当受給可能者であった場

合には，失業者退職手当額を除く。)の全部又

は一部に相当する額の納付を命じる処分を行

うことができる。 

事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられたこと

を理由として，当該一般の退職手当等の額(当

該退職をした者が失業手当受給可能者であっ

た場合には，失業者退職手当額を除く。)の全

部又は一部に相当する額の納付を命じる処分

を行うことができる。 

5から8まで 略 5から8まで 略 

 

柏市消防団員退職報償金条例（昭和３９年柏市条例第３７号）新旧対照表（第３条関係） 

改正前 改正後 

(退職報償金支給の制限) (退職報償金支給の制限) 

第6条 退職報償金は，次の各号の一に該当する

者には支給しない。 

第6条 退職報償金は，次の各号のいずれかに該

当する者には支給しない。 

(1) 禁錮
こ

以上の刑に処せられた者 (1) 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

(2)から(5)まで 略 (2)から(5)まで 略 

 

柏市ラブホテル建築規制条例（昭和６０年柏市条例第２８号）新旧対照表（第４条関係） 

改正前 改正後 

(罰則) (罰則) 

第14条 第3条の規定に関する第11条の規定に

よる市長の命令に違反した者は，6月以下の懲

役又は300,000円以下の罰金に処する。 

第14条 第3条の規定に関する第11条の規定に

よる市長の命令に違反した者は，6月以下の拘

禁刑又は300,000円以下の罰金に処する。 

2 略 2 略 

 

柏市環境保全条例（平成１３年柏市条例第３２号）新旧対照表（第５条関係） 

改正前 改正後 

(罰則) (罰則) 

第94条 第29条第2項，第34条第2項，第36条の

7第2項，第36条の12第2項，第50条第2項，第

55条第2項，第72条第2項又は第77条第2項の規

定による命令に違反した者は，1年以下の懲役

又は50万円以下の罰金に処する。 

第94条 第29条第2項，第34条第2項，第36条の

7第2項，第36条の12第2項，第50条第2項，第

55条第2項，第72条第2項又は第77条第2項の規

定による命令に違反した者は，1年以下の拘禁

刑又は50万円以下の罰金に処する。 

2 第64条第2項の規定による命令に違反した者

は，1年以下の懲役又は30万円以下の罰金に処

する。 

2 第64条第2項の規定による命令に違反した者

は，1年以下の拘禁刑又は30万円以下の罰金に

処する。 

3 次の各号のいずれかに該当する者は，6月以下

の懲役又は30万円以下の罰金に処する。 

3 次の各号のいずれかに該当する者は，6月以下

の拘禁刑又は30万円以下の罰金に処する。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

4 第25条第1項，第28条第1項，第36条の4第1

項又は第36条の6第1項の規定による届出をせ

ず，又は虚偽の届出をした者は，3月以下の懲

役又は20万円以下の罰金に処する。 

4 第25条第1項，第28条第1項，第36条の4第1

項又は第36条の6第1項の規定による届出をせ

ず，又は虚偽の届出をした者は，3月以下の拘

禁刑又は20万円以下の罰金に処する。 

5及び6 略 5及び6 略 

 

柏市行政不服及び情報公開・個人情報保護審議会条例（平成１６年柏市条例第１２号）新旧対照表（第

６条関係） 

改正前 改正後 

(罰則) (罰則) 

第16条 第4条第4項の規定に違反して秘密を漏

らした者は，1年以下の懲役又は50万円以下の 

第16条 第4条第4項の規定に違反して秘密を漏

らした者は，1年以下の拘禁刑又は50万円以下 
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 罰金に処する。  の罰金に処する。 

 

柏市産業廃棄物不適正処理防止条例（平成１９年柏市条例第５７号）新旧対照表（第７条関係） 

改正前 改正後 

(罰則) (罰則) 

第29条 次のいずれかに該当する者は，2年以下

の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

第29条 次のいずれかに該当する者は，2年以下

の拘禁刑又は100万円以下の罰金に処する。 

(1)から(4)まで 略 (1)から(4)まで 略 

第30条 第13条第3項(第14条第3項において準

用する場合を含む。)の規定に違反して，小規

模産業廃棄物処理施設を使用した者は，6月以

下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

第30条 第13条第3項(第14条第3項において準

用する場合を含む。)の規定に違反して，小規

模産業廃棄物処理施設を使用した者は，6月以

下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。 

第31条及び第32条 略 第31条及び第32条 略 

 

柏市浄化槽保守点検業者登録条例（平成１９年柏市条例第５９号）新旧対照表（第８条関係） 

改正前 改正後 

(罰則) (罰則) 

第17条 次のいずれかに該当する者は，1年以下

の懲役又は10万円以下の罰金に処する。 

第17条 次のいずれかに該当する者は，1年以下

の拘禁刑又は10万円以下の罰金に処する。 

(1)から(3)まで 略 (1)から(3)まで 略 

第18条 略 第18条 略 

 

柏市土砂等埋立て等規制条例（平成１９年柏市条例第６０号）新旧対照表（第９条関係） 

改正前 改正後 

(罰則) (罰則) 

第39条 次のいずれかに該当する者は，1年以下

の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

第39条 次のいずれかに該当する者は，1年以下

の拘禁刑又は100万円以下の罰金に処する。 

(1)から(3)まで 略 (1)から(3)まで 略 

第40条及び第41条 略 第40条及び第41条 略 

 

柏市硫酸ピッチ生成禁止条例（平成２０年柏市条例第１７号）新旧対照表（第１０条関係） 

改正前 改正後 

(罰則) (罰則) 

第9条 第4条の規定による命令に違反した者は，

2年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処す

る。 

第9条 第4条の規定による命令に違反した者は，

2年以下の拘禁刑又は100万円以下の罰金に処

する。 

第10条 略 第10条 略 

 

柏市公設総合地方卸売市場業務条例（令和２年柏市条例第１８号）新旧対照表（第１１条関係） 

改正前 改正後 

(卸売業者の許可) (卸売業者の許可) 

第9条 略 第9条 略 

2及び3 略 2及び3 略 

4 市長は，第1項の許可の申請が次の各号のいず

れかに該当するときは，同項の許可をしてはな

らない。 

4 市長は，第1項の許可の申請が次の各号のいず

れかに該当するときは，同項の許可をしてはな

らない。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3) 申請者の業務を執行する役員のうちに次

のいずれかに該当する者があるとき。 

(3) 申請者の業務を執行する役員のうちに次

のいずれかに該当する者があるとき。 
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ア 略 ア 略 

イ 禁錮以上の刑に処せられた者で，その刑

の執行を終わり，又はその刑の執行を受け

ることがなくなった日から起算して2年を

経過しないもの 

イ 拘禁刑以上の刑に処せられた者で，その

刑の執行を終わり，又はその刑の執行を受

けることがなくなった日から起算して2年

を経過しないもの 

ウ及びエ 略 ウ及びエ 略 

(4)から(7)まで 略 (4)から(7)まで 略 

(仲卸業者の許可) (仲卸業者の許可) 

第19条 略 第19条 略 

2及び3 略 2及び3 略 

4 市長は，第1項の許可の申請が次の各号のいず

れかに該当するときは，同項の許可をしてはな

らない。 

4 市長は，第1項の許可の申請が次の各号のいず

れかに該当するときは，同項の許可をしてはな

らない。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3) 申請者の業務を執行する役員のうちに次

のいずれかに該当する者があるとき。 

(3) 申請者の業務を執行する役員のうちに次

のいずれかに該当する者があるとき。 

ア 略 ア 略 

イ 禁錮以上の刑に処せられた者で，その刑

の執行を終わり，又はその刑の執行を受け

ることがなくなった日から起算して2年を

経過しないもの 

イ 拘禁刑以上の刑に処せられた者で，その

刑の執行を終わり，又はその刑の執行を受

けることがなくなった日から起算して2年

を経過しないもの 

ウ 略 ウ 略 

(4)から(8)まで 略 (4)から(8)まで 略 

 

柏市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年柏市条例第３３号）新旧対照表（第１２条関係） 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

(経過措置) (経過措置) 

3から6まで 略 3から6まで 略 

7 次に掲げる者が，正当な理由がないのに，施

行日前において旧実施機関が保有していた個

人の秘密に属する事項が記録された旧条例第2

条第4項に規定する個人情報データベース(そ

の全部又は一部を複製し，又は加工したものを

含む。)をこの条例の施行後に提供したときは，

2年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処す

る。 

7 次に掲げる者が，正当な理由がないのに，施

行日前において旧実施機関が保有していた個

人の秘密に属する事項が記録された旧条例第2

条第4項に規定する個人情報データベース(そ

の全部又は一部を複製し，又は加工したものを

含む。)をこの条例の施行後に提供したときは，

2年以下の拘禁刑又は100万円以下の罰金に処

する。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

8 略 8 略 

9 附則第7項各号に掲げる者又は前項に規定す

る者が，その業務に関して知り得た施行日前に

おいて旧実施機関又は指定管理者が保有して

いた旧条例第2条第3項に規定する保有個人情

報をこの条例の施行後に自己若しくは第三者

の不正な利益を図る目的で提供し，又は盗用し

たときは，1年以下の懲役又は50万円以下の罰

金に処する。 

9 附則第7項各号に掲げる者又は前項に規定す

る者が，その業務に関して知り得た施行日前に

おいて旧実施機関又は指定管理者が保有して

いた旧条例第2条第3項に規定する保有個人情

報をこの条例の施行後に自己若しくは第三者

の不正な利益を図る目的で提供し，又は盗用し

たときは，1年以下の拘禁刑又は50万円以下の

罰金に処する。 

10 略 10 略 
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議案第 ７号

柏市一般職職員給与条例及び柏市企業職員給与条例の一

部を改正する条例の制定について  

 柏市一般職職員給与条例及び柏市企業職員給与条例の一部を改正

する条例を次のとおり制定する。  

  令和 ７年 ２月２１日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 国家公務員の給与改定に準じ，扶養手当及び管理職員特別勤務手

当に係る支給要件の改定，定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再

任用職員への住居手当の支給等を行いたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市一般職職員給与条例及び柏市企業職員給与条例の一  

   部を改正する条例  

 

 （柏市一般職職員給与条例の一部改正）  

第１条  柏市一般職職員給与条例（昭和３０年柏市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。  

  第１０条の前の見出しを削り，同条に見出しとして「（扶養手

当）」を付し，同条第１項ただし書中「次項第１号及び第３号か

ら第６号まで」を「次項第２号から第５号まで」に，「以下「扶

養親族である配偶者，」を「第３項において「扶養親族である」

に改め，「（以下「行（一）９級職員等」という。）」を削り，

同条第２項中第１号を削り，第２号を第１号とし，第３号から第

６号までを１号ずつ繰り上げ，同条第３項中「扶養親族である配

偶者，父母等」を「前項第１号に該当する扶養親族（次項におい

て「扶養親族である子」という。）については１人につき１３，

０００円，扶養親族である父母等」に改め，「（以下「行（一）

８級職員」という。）」及び「，前項第２号に該当する扶養親族

（以下「扶養親族である子」という。）については１人につき１

０，０００円」を削り，同条第４項中「（以下「特定期間」とい

う。）」を削り，「特定期間に」を「当該期間に」に改め，同条

に次の１項を加える。  

５  前各項に規定するもののほか，扶養親族の数の変更に伴う支

給額の改定その他扶養手当の支給に関し必要な事項は，規則で

定める。  

  第１１条を次のように改める。  

 第１１条  削除  

  第１１条の３第１項第２号中「配偶者」の次に「（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。同条において

同じ。）」を加え，同条第２項各号列記以外の部分中「掲げる額」

を「定める額（当該各号のいずれにも該当する職員にあっては，

当該各号に定める額の合計額）」に改め，同項第１号中「掲げる
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額」を「定める額」に改める。  

  第１２条第１項第１号中「有料道路（以下」の次に「この条に

おいて」を，「料金（以下」の次に「この項から第３項までにお

いて」を加え，同項第２号中「交通の用具」の次に「で規則で定

めるもの」を，「以下」の次に「この条において」を加え，同条

第２項各号列記以外の部分中「掲げる額」を「定める額」に改め，

同項第１号本文中「をいう。以下」の次に「この条において」を

加え，「市長が」を削り，「その者」を「当該職員」に，「以下

「 運 賃 等 相 当 額 」 と い う 。 ） 。 」 を 「 次 項 及 び 第 ５ 項 に お い て

「運賃等相当額」という。）」に改め，同号ただし書を削り，同

項第２号を次のように改める。  

  (2) 前項第２号に掲げる職員  次に掲げる職員の区分に応じ，

支給単位期間につき，それぞれ次に定める額（短時間勤務職

員又は育児短時間勤務職員等（１か月当たりの通勤回数を考

慮して規則で定める職員に限る。）にあっては，その額から，

その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額）  

ア  自転車等の使用距離（以下この号において「使用距離」

という。）が片道４キロメートル未満である職員  ２，１

００円  

イ  使用距離が片道４キロメートル以上６キロメートル未満

である職員  ３，１００円  

ウ  使用距離が片道６キロメートル以上８キロメートル未満

である職員  ４，１００円  

エ  使用距離が片道８キロメートル以上１０キロメートル未

満である職員  ５，１００円  

オ  使用距離が片道１０キロメートル以上１５キロメートル

未満である職員  ７，１００円  

カ  使用距離が片道１５キロメートル以上２０キロメートル

未満である職員  １０，０００円  

キ  使用距離が片道２０キロメートル以上２５キロメートル

未満である職員  １２，９００円  

ク  使用距離が片道２５キロメートル以上３０キロメートル

未満である職員  １５，８００円  
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ケ  使用距離が片道３０キロメートル以上３５キロメートル

未満である職員  １８，７００円  

コ  使用距離が片道３５キロメートル以上４０キロメートル

未満である職員  ２１，６００円  

サ  使用距離が片道４０キロメートル以上４５キロメートル

未満である職員  ２４，４００円  

シ  使用距離が片道４５キロメートル以上５０キロメートル

未満である職員  ２６，２００円  

ス  使用距離が片道５０キロメートル以上５５キロメートル

未満である職員  ２８，０００円  

セ  使用距離が片道５５キロメートル以上６０キロメートル

未満である職員  ２９，８００円  

ソ  使用距離が片道６０キロメートル以上である職員  ３１，

６００円  

  第１２条第２項第３号中「（１か月当たりの運賃等相当額及び

前号に定める額の合計額が５５，０００円を超えるときは，その

者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間に

つ き ， ５ ５ ， ０ ０ ０ 円 に 当 該 支 給 単 位 期 間 の 月 数 を 乗 じ て 得 た

額）」を削り，同条第３項中「から通勤」を「からの通勤」に，

「 以 下 「 」 を 「 第 １ 号 ， 次 項 及 び 第 ５ 項 に お い て 「 」 に 改 め ，

「でその利用が規則で定める基準に照らして通勤事情の改善に相

当程度資するものであると認められるもの」を削り，「以下同じ」

を「第１号及び次項において同じ」に，「規則で定めるところに

より算出したその者の１か月の通勤に要する特別料金等の額の２

分の１に相当する額（その額が２０，０００円を超えるときは，

２０，０００円）及び同項の規定による額の合計額」を「次の各

号に掲げる通勤手当の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額」

に改め，同項に次の各号を加える。  

(1) 新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当  支

給単位期間につき，規則で定めるところにより算出した当該

職員の支給単位期間の通勤に要する特別料金等の額に相当す

る額（第５項において「特別料金等相当額」という。）  

(2) 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当  前項の規定による
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額  

  第１２条第４項中「国，他の地方公共団体等の職員であった者

から引き続き」を「新たに」に改め，「でその利用が規則で定め

る基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資するものであると

認められるもの」を削り，同条第７項中「もののほか，」の次に

「通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他」を，「支給」の

次に「及び返納」を加え，同項を同条第８項とし，同条第６項を

同条第７項とし，同条第５項を同条第６項とし，同条第４項の次

に次の１項を加える。  

 ５  運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交

通機関等が２以上ある場合においては，その合計額），第２項

第２号に定める額及び特別料金等相当額をその支給単位期間の

月数で除して得た額（新幹線鉄道等が２以上ある場合において

は，その合計額）の合計額が１５０，０００円を超える職員の

通勤手当の額は，前３項の規定にかかわらず，当該職員の通勤

手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき，

１５０，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額と

する。  

  第１２条の２第３項中「国，他の地方公共団体等の職員であっ

た 者 か ら 引 き 続 き 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 と な り ， こ れ 」 を

「 新 た に 給 料 表 の 適 用 を 受 け る 職 員 と な っ た こ と 」 に 改 め ，

「（任用の事情等を考慮して規則で定める職員に限る。）」を削

る。  

  第２０条の２第１項中「第２２条の２に規定する職員の職のう

ち，規則で定めるものが，」を「第２２条の２第１項に規定する

職を占める職員のうち規則で定めるものが」に，「勤務した」を

「勤務をした」に改め，同条第２項中「第２２条の２」を「同項」

に，「週休日等以外の日の午前零時から」を「午後１０時から翌

日の」に改め，「までの間」の次に「（週休日等に含まれる時間

を除く。）」を加え，「勤務した」を「勤務をした」に改め，同

条第３項各号列記以外の部分中「定める額」の次に「（前２項に

規定する勤務に従事する時間を考慮して規則で定める勤務をした

職員にあっては，その額に１００分の１５０を乗じて得た額）」
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を加え，同項第１号中「（当該勤務に従事する時間等を考慮して

規則で定める勤務にあっては，その額に１００分の１５０を乗じ

て得た額）」を削る。  

  第２４条の３中「第１０条，第１１条」を「第１０条」に改め，

「短時間勤務職員」の次に「（定年前再任用短時間勤務職員を除

く。）」を加え，同条に次の１項を加える。  

 ２  第１０条及び第１１条の４の規定は，定年前再任用短時間勤

務職員には適用しない。  

 （柏市企業職員給与条例の一部改正）  

第２条  柏市企業職員給与条例（昭和４２年柏市条例第１０号）の

一部を次のように改正する。  

  第２条第１項中「占める職員」を「占めるもの」に改める。  

  第３条第３項中「種類は」を「種類」に改める。  

  第６条第１項に次のただし書を加える。  

  ただし，次項第２号から第５号までのいずれかに該当する扶養

親族に係る扶養手当は，管理者が定める職員に対しては，支給し

ない。  

  第６条第２項第１号を次のように改める。  

  (1) 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあ

る子  

  第６条第２項第２号中「子及び」を削る。  

  第６条の３第１号中「指定する」を「定める」に改める。  

  第７条第１号中「有料の道路を利用し，かつ，」を「有料道路

（第３号において「交通機関等」という。）を利用して」に改め，

「 料 金 」 の 次 に 「 （ 同 号 に お い て 「 運 賃 等 」 と い う 。 ） 」 を ，

「職員」の次に「（管理者が定める職員を除く。）」を加え，同

条第２号中「用具」を「交通の用具で管理者が定めるもの（次号

に お い て 「 自 転 車 等 」 と い う 。 ） 」 に 改 め ， 「 職 員 」 の 次 に

「（管理者が定める職員を除く。）」を加え，同条に次の１号を

加える。  

  (3) 通勤のため，交通機関等を利用してその運賃等を負担し，

かつ，自転車等を使用することを常例とする職員（管理者が

定める職員を除く。）  
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  第１２条の２第１項中「勤務する」を「勤務をした」に改め，

同条第２項中「週休日等以外の日の午前零時から」を「午後１０

時から翌日の」に改め，「までの間」の次に「（週休日等に含ま

れる時間を除く。）」を加え，「勤務した」を「勤務をした」に

改める。  

  第１８条の２の見出し中「定年前再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員」を「短時間勤務職員」に改め，同条中「規

定は，」の次に「職員のうち地方公務員法第２２条の４第１項に

規定する短時間勤務の職を占めるもの（」を加え，「地方公務員

法第２２条の４第１項」を「同項」に，「）又は柏市一般職任期

付職員採用条例（平成２５年柏市条例第５１号）第４条の規定に

より採用された職員」を「次項において同じ。）を除く。）」に

改め，同条に次の１項を加える。  

 ２  第６条及び第１５条の規定は，定年前再任用短時間勤務職員

には適用しない。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，令和７年４月１日から施行する。  

 （令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措

置）  

２  この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和８年

３月３１日までの間における第１条の規定による改正後の柏市一

般職職員給与条例（以下「改正後の給与条例」という。）第１０

条の規定の適用については，同条第１項ただし書中「対しては，」

とあるのは「対しては支給せず，次項第６号に該当する扶養親族

に係る扶養手当は，行政職給料表（一）の適用を受ける職員でそ

の職務の級が８級以上であるものに対しては」と，同条第２項中  

 「  

(5) 重度心身障害者  とあるのは  

           」  

 「  

(5) 重度心身障害者   
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(6) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事  

情にある者を含む。）  

と，  

                           」  

 同条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１１，５００円」

と，「とする」とあるのは「，前項第６号に該当する扶養親族に

ついては３，０００円とする」とする。  

３  施行日から令和８年３月３１日までの間における第２条の規定

による改正後の柏市企業職員給与条例第６条の規定の適用につい

ては，同条第１項ただし書中「第５号」とあるのは「第６号」と，

同条第２項中  

 「  

(5) 重度心身障害者  とあるのは  

           」  

 「  

(5) 重度心身障害者  

(6) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事  

情にある者を含む。）  

とす  

                           」  

 る。  

 （通勤手当及び単身赴任手当に関する経過措置）  

４  改正後の給与条例第１２条第４項及び第１２条の２第３項の規

定は，施行日前に新たに給料表の適用を受ける職員となった者に

も適用する。  

 （委任）  

５  附則第２項から前項までに定めるもののほか，この条例の施行

に関し必要な事項は，市長又は上下水道事業管理者が別に定める。  

 （柏市会計年度任用職員給与等条例の一部改正）  

６  柏市会計年度任用職員給与等条例（令和元年柏市条例第１２号）

の一部を次のように改正する。  

  第１０条の表以外の部分中「第５項及び第６項」を「第６項及

び第７項」に改め，同表を次のように改める。  

読み替え 読み替えられる字句 読み替える字句 
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る給与条

例の規定 

  

第１２条

第２項第

１号 

支給単位期間（通勤手当の支給の単位

となる期間として６か月を超えない範

囲内で１か月を単位として規則で定め

る期間（自転車等に係る通勤手当にあ

っては，１か月）をいう。以下この条

において同じ。）につき， 

会計年度任用職

員に係る 

支給単位期間の １か月の 

第１２条

第２項第

２号 

支給単位期間につき，それぞれ次に定

める額（短時間勤務職員又は育児短時

間勤務職員等 

それぞれ次に定

める額 

規則 会計年度任用職

員に係る規則 

職員に限る。） 職員 

第１２条

第３項第

１号 

支給単位期間につき， 会計年度任用職

員に係る 

支給単位期間の １か月の 

第１２条

第５項 

運賃等相当額をその支給単位期間の月

数で除して得た額 

運賃等相当額 

特別料金等相当額をその支給単位期間

の月数で除して得た額 

特別料金等相当

額 

当該職員の通勤手当に係る支給単位期

間のうち最も長い支給単位期間につ

き，１５０，０００円に当該支給単位

期間の月数を乗じて得た額 

１５０，０００

円 

第１２条

第８項 

規則 会計年度任用職

員に係る規則 

 （地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例の一部改正）  

７  地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例（令和４年柏市条例第２２号）の一部を次のよう
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に改正する。  

  附則第３条第４項中「第２４条の３」を「第２４条の３第２項」

に改める。  

  附則第５条第１項中「第１８条の２」を「第１８条の２第１項」

に改め，同条第２項中「第１８条の２」を「第１８条の２第２項」

に改める。  
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議案第７号資料  

   柏市一般職職員給与条例及び柏市企業職員給与条例の一部  

   を改正する条例について  

柏市一般職職員給与条例（昭和３０年柏市条例第１３号）新旧対照表（第１条関係） 

改正前 改正後 

(扶養手当) (扶養手当) 

第10条 扶養手当は，扶養親族のある職員に対し

て支給する。ただし，次項第1号及び第3号から

第6号までのいずれかに該当する扶養親族(以

下「扶養親族である配偶者，父母等」という。)

に係る扶養手当は，行政職給料表(一)の適用を

受ける職員でその職務の級が9級であるもの及

び同表以外の各給料表の適用を受ける職員で

その職務の級がこれに相当するものとして規

則で定める職員(以下「行(一)9級職員等」とい

う。)に対しては，支給しない。 

第10条 扶養手当は，扶養親族のある職員に対し

て支給する。ただし，次項第2号から第5号まで

のいずれかに該当する扶養親族(第3項におい

て「扶養親族である父母等」という。)に係る

扶養手当は，行政職給料表(一)の適用を受ける

職員でその職務の級が9級であるもの及び同表

以外の各給料表の適用を受ける職員でその職

務の級がこれに相当するものとして規則で定

める職員に対しては，支給しない。 

2 前項の扶養親族とは，次に掲げる者で他に生

計のみちがなく，主としてその職員の扶養を受

けているものをいう。 

2 前項の扶養親族とは，次に掲げる者で他に生

計のみちがなく，主としてその職員の扶養を受

けているものをいう。 

(1) 配偶者(届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下同じ。) 

 

(2) 略 (1) 略 

(3) 略 (2) 略 

(4) 略 (3) 略 

(5) 略 (4) 略 

(6) 略 (5) 略 

3 扶養手当の月額は，扶養親族である配偶者，

父母等については1人につき6,500円(行政職給

料表(一)の適用を受ける職員でその職務の級

が8級であるもの(以下「行(一)8級職員」とい

う。)にあっては，3,500円)，前項第2号に該当

する扶養親族(以下「扶養親族である子」とい

う。)については1人につき10,000円とする。 

3 扶養手当の月額は，前項第1号に該当する扶養

親族(次項において「扶養親族である子」とい

う。)については1人につき13,000円，扶養親族

である父母等については1人につき6,500円(行

政職給料表(一)の適用を受ける職員でその職

務の級が8級であるものにあっては，3,500円)

とする。 

4 扶養親族である子のうちに15歳に達する日

後の最初の4月1日から22歳に達する日以後の

最初の3月31日までの間(以下「特定期間」とい

う。)にある子がいる場合における扶養手当の

月額は，前項の規定にかかわらず，5,000円に

特定期間にある当該扶養親族である子の数を

乗じて得た額を同項の規定による額に加算し

た額とする。 

4 扶養親族である子のうちに15歳に達する日

後の最初の4月1日から22歳に達する日以後の

最初の3月31日までの間にある子がいる場合

における扶養手当の月額は，前項の規定にかか

わらず，5,000円に当該期間にある当該扶養親

族である子の数を乗じて得た額を同項の規定

による額に加算した額とする。 

 5 前各項に規定するもののほか，扶養親族の数

の変更に伴う支給額の改定その他扶養手当の

支給に関し必要な事項は，規則で定める。 

第11条 新たに職員となった者に扶養親族(行

(一)9級職員等にあっては，扶養親族である子

に限る。)がある場合，行(一)9級職員等から行

(一)9級職員等以外の職員となった職員に扶養

親族である配偶者，父母等がある場合又は職員

第11条 削除 
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に次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた

場合においては，その職員は，直ちにその旨を

任命権者に届け出なければならない。 

(1) 新たに扶養親族としての要件を具備する

に至った者がある場合(行(一)9級職員等に扶

養親族である配偶者，父母等としての要件を

具備するに至った者がある場合を除く。) 

 

(2) 扶養親族としての要件を欠くに至った者

がある場合(扶養親族である子又は前条第2

項第3号若しくは第5号に該当する扶養親族

が，22歳に達した日以後の最初の3月31日の

経過により，扶養親族としての要件を欠くに

至った場合及び行(一)9級職員等に扶養親族

である配偶者，父母等としての要件を欠くに

至った者がある場合を除く。) 

 

2 扶養手当の支給は，新たに職員となった者に

扶養親族(行(一)9級職員等にあっては，扶養親

族である子に限る。)がある場合においてはそ

の者が職員となった日，行(一)9級職員等から

行(一)9級職員等以外の職員となった職員に扶

養親族である配偶者，父母等がある場合におい

てその職員に扶養親族である子で前項の規定

による届出に係るものがないときはその職員

が行(一)9級職員等以外の職員となった日，職

員に扶養親族(行(一)9級職員等にあっては，扶

養親族である子に限る。)で同項の規定による

届出に係るものがない場合においてその職員

に同項第1号に掲げる事実が生じたときはその

事実が生じた日の属する月の翌月(これらの日

が月の初日であるときは，その日の属する月)

から開始し，扶養手当を受けている職員が離職

し，又は死亡した場合においてはそれぞれその

者が離職し，又は死亡した日，行(一)9級職員

等以外の職員から行(一)9級職員等となった職

員に扶養親族である配偶者，父母等で同項の規

定による届出に係るものがある場合において

その職員に扶養親族である子で同項の規定に

よる届出に係るものがないときはその職員が

行(一)9級職員等となった日，扶養手当を受け

ている職員の扶養親族(行(一)9級職員等にあっ

ては，扶養親族である子に限る。)で同項の規

定による届出に係るものの全てが扶養親族と

しての要件を欠くに至った場合においてはそ

の事実が生じた日の属する月(これらの日が月

の初日であるときは，その日の属する月の前

月)をもって終わる。ただし，扶養手当の支給

の開始については，同項の規定による届出が，

これに係る事実の生じた日から15日を経過し

た後にされたときは，その届出を受理した日の

属する月の翌月(その日が月の初日であるとき

は，その日の属する月)から行うものとする。 

 

3 扶養手当は，次の各号のいずれかに掲げる事

実が生じた場合においては，その事実が生じた
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日の属する月の翌月(その日が月の初日である

ときは，その日の属する月)からその支給額を

改定する。前項ただし書の規定は，第1号又は

第3号に掲げる事実が生じた場合における扶養

手当の支給額の改定について準用する。 

(1) 扶養手当を受けている職員に更に第1項

第1号に掲げる事実が生じた場合 

 

(2) 扶養手当を受けている職員の扶養親族(行

(一)9級職員等にあっては，扶養親族である

子に限る。)で第1項の規定による届出に係る

ものの一部が扶養親族としての要件を欠く

に至った場合 

 

(3) 扶養親族である配偶者，父母等及び扶養

親族である子で第1項の規定による届出に係

るものがある行(一)9級職員等が行(一)9級職

員等以外の職員となった場合 

 

(4) 扶養親族である配偶者，父母等で第1項の

規定による届出に係るものがある行(一)8級

職員が行(一)8級職員及び行(一)9級職員等以

外の職員となった場合 

 

(5) 扶養親族である配偶者，父母等で第1項の

規定による届出に係るもの及び扶養親族で

ある子で同項の規定による届出に係るもの

がある職員で行(一)9級職員等以外のものが

行(一)9級職員等となった場合 

 

(6) 扶養親族である配偶者，父母等で第1項の

規定による届出に係るものがある職員で行

(一)8級職員及び行(一)9級職員等以外のもの

が行(一)8級職員となった場合 

 

(7) 職員の扶養親族である子で第1項の規定

による届出に係るもののうち特定期間にあ

る子でなかった者が特定期間にある子とな

った場合 

 

(住居手当) (住居手当) 

第11条の3 住居手当は，次に掲げる職員に支給

する。 

第11条の3 住居手当は，次に掲げる職員に支給

する。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 第12条の2第1項又は第3項の規定により

単身赴任手当を支給される職員で，配偶者が

居住するための住宅(規則で定める住宅を除

く。)を借り受け，月額16,000円を超える家

賃を支払っているもの又はこれらのものと

の権衡上必要があると認められるものとし

て規則で定めるもの 

(2) 第12条の2第1項又は第3項の規定により

単身赴任手当を支給される職員で，配偶者

(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。同条において同じ。)が

居住するための住宅(規則で定める住宅を除

く。)を借り受け，月額16,000円を超える家

賃を支払っているもの又はこれらのものと

の権衡上必要があると認められるものとし

て規則で定めるもの 

2 住居手当の月額は，次の各号に掲げる職員の

区分に応じ，それぞれ当該各号に掲げる額とす

る。 

2 住居手当の月額は，次の各号に掲げる職員の

区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額(当

該各号のいずれにも該当する職員にあっては，

当該各号に定める額の合計額)とする。 

(1) 前項第1号に掲げる職員 次に掲げる職 (1) 前項第1号に掲げる職員 次に掲げる職
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員の区分に応じ，それぞれ次に掲げる額(そ

の額に100円未満の端数を生じるときは，こ

れを切り捨てた額)に相当する額 

員の区分に応じ，それぞれ次に定める額(そ

の額に100円未満の端数を生じるときは，こ

れを切り捨てた額)に相当する額 

ア及びイ 略 ア及びイ 略 

(2) 略 (2) 略 

(通勤手当) (通勤手当) 

第12条 通勤手当は，次に掲げる職員に支給す

る。 

第12条 通勤手当は，次に掲げる職員に支給す

る。 

(1) 通勤のため交通機関又は有料道路(以下

「交通機関等」という。)を利用してその運

賃又は料金(以下「運賃等」という。)を負担

することを常例とする職員(交通機関等を利

用しなければ通勤することが著しく困難で

ある職員以外の職員であって，交通機関等を

利用しないで徒歩により通勤するものとし

た場合の通勤距離が片道2キロメートル未満

であるもの及び第3号に掲げる職員を除く。) 

(1) 通勤のため交通機関又は有料道路(以下こ

の条において「交通機関等」という。)を利

用してその運賃又は料金(以下この項から第

3項までにおいて「運賃等」という。)を負担

することを常例とする職員(交通機関等を利

用しなければ通勤することが著しく困難で

ある職員以外の職員であって，交通機関等を

利用しないで徒歩により通勤するものとし

た場合の通勤距離が片道2キロメートル未満

であるもの及び第3号に掲げる職員を除く。) 

(2) 通勤のため自転車その他の交通の用具(以

下「自転車等」という。)を使用することを

常例とする職員(自転車等を使用しなければ

通勤することが著しく困難である職員以外

の職員であって，自転車等を使用しないで徒

歩により通勤するものとした場合の通勤距

離が片道2キロメートル未満であるもの及び

次号に掲げる職員を除く。) 

(2) 通勤のため自転車その他の交通の用具で

規則で定めるもの(以下この条において「自

転車等」という。)を使用することを常例と

する職員(自転車等を使用しなければ通勤す

ることが著しく困難である職員以外の職員

であって，自転車等を使用しないで徒歩によ

り通勤するものとした場合の通勤距離が片

道2キロメートル未満であるもの及び次号に

掲げる職員を除く。) 

(3) 略 (3) 略 

2 通勤手当の額は，次の各号に掲げる職員の区

分に応じ，それぞれ当該各号に掲げる額とす

る。 

2 通勤手当の額は，次の各号に掲げる職員の区

分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

(1) 前項第1号に掲げる職員 支給単位期間

(通勤手当の支給の単位となる期間として6

か月を超えない範囲内で1か月を単位として

規則で定める期間(自転車等に係る通勤手当

にあっては，1か月)をいう。以下同じ。)に

つき，市長が規則で定めるところにより算出

したその者の支給単位期間の通勤に要する

運賃等の額に相当する額(以下「運賃等相当

額」という。)。ただし，運賃等相当額を支

給単位期間の月数で除して得た額(以下「1か

月当たりの運賃等相当額」という。)が55,00

0円を超えるときは，支給単位期間につき，5

5,000円に支給単位期間の月数を乗じて得た

額(その者が2以上の交通機関等を利用する

ものとして当該運賃等の額を算出する場合

において，1か月当たりの運賃等相当額の合

計額が55,000円を超えるときは，その者の通

勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い

支給単位期間につき，55,000円に当該支給単

位期間の月数を乗じて得た額) 

(1) 前項第1号に掲げる職員 支給単位期間

(通勤手当の支給の単位となる期間として6

か月を超えない範囲内で1か月を単位として

規則で定める期間(自転車等に係る通勤手当

にあっては，1か月)をいう。以下この条にお

いて同じ。)につき，規則で定めるところに

より算出した当該職員の支給単位期間の通

勤に要する運賃等の額に相当する額(次項及

び第5項において「運賃等相当額」という。) 
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(2) 前項第2号に掲げる職員 支給単位期間

につき，自転車等の使用距離(以下この号に

おいて「使用距離」という。)が片道4キロメ

ートル未満である職員にあっては2,100円，

使用距離が片道4キロメートル以上6キロメ

ートル未満である職員にあっては3,100円，

使用距離が片道6キロメートル以上8キロメ

ートル未満である職員にあっては4,100円，

使用距離が片道8キロメートル以上10キロ

メートル未満である職員にあっては5,100

円，使用距離が片道10キロメートル以上15

キロメートル未満である職員にあっては7,1

00円，使用距離が片道15キロメートル以上2

0キロメートル未満である職員にあっては1

0,000円，使用距離が片道20キロメートル以

上25キロメートル未満である職員にあって

は12,900円，使用距離が片道25キロメート

ル以上30キロメートル未満である職員にあ

っては15,800円，使用距離が片道30キロメ

ートル以上35キロメートル未満である職員

にあっては18,700円，使用距離が片道35キ

ロメートル以上40キロメートル未満である

職員にあっては21,600円，使用距離が片道4

0キロメートル以上45キロメートル未満で

ある職員にあっては24,400円，使用距離が片

道45キロメートル以上50キロメートル未満

である職員にあっては26,200円，使用距離が

片道50キロメートル以上55キロメートル未

満である職員にあっては28,000円，使用距離

が片道55キロメートル以上60キロメートル

未満である職員にあっては29,800円，使用距

離が片道60キロメートル以上である職員に

あっては31,600円(短時間勤務職員又は育児

短時間勤務職員等のうち，1か月当たりの通

勤回数を考慮して規則で定める職員にあっ

ては，その額から，その額に規則で定める割

合を乗じて得た額を減じた額) 

(2) 前項第2号に掲げる職員 次に掲げる職

員の区分に応じ，支給単位期間につき，それ

ぞれ次に定める額(短時間勤務職員又は育児

短時間勤務職員等(1か月当たりの通勤回数

を考慮して規則で定める職員に限る。)にあ

っては，その額から，その額に規則で定める

割合を乗じて得た額を減じた額) 

 ア 自転車等の使用距離(以下この号におい

て「使用距離」という。)が片道4キロメー

トル未満である職員 2,100円 

 イ 使用距離が片道4キロメートル以上6キ

ロメートル未満である職員 3,100円 

 ウ 使用距離が片道6キロメートル以上8キ

ロメートル未満である職員 4,100円 

 エ 使用距離が片道8キロメートル以上10

キロメートル未満である職員 5,100円 

 オ 使用距離が片道10キロメートル以上15

キロメートル未満である職員 7,100円 

 カ 使用距離が片道15キロメートル以上20

キロメートル未満である職員 10,000円 

 キ 使用距離が片道20キロメートル以上25

キロメートル未満である職員 12,900円 
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 ク 使用距離が片道25キロメートル以上30

キロメートル未満である職員 15,800円 

 ケ 使用距離が片道30キロメートル以上35

キロメートル未満である職員 18,700円 

 コ 使用距離が片道35キロメートル以上40

キロメートル未満である職員 21,600円 

 サ 使用距離が片道40キロメートル以上45

キロメートル未満である職員 24,400円 

 シ 使用距離が片道45キロメートル以上50

キロメートル未満である職員 26,200円 

 ス 使用距離が片道50キロメートル以上55

キロメートル未満である職員 28,000円 

 セ 使用距離が片道55キロメートル以上60

キロメートル未満である職員 29,800円 

 ソ 使用距離が片道60キロメートル以上で

ある職員 31,600円 

(3) 前項第3号に掲げる職員 交通機関等を

利用せず，かつ，自転車等を使用しないで徒

歩により通勤するものとした場合の通勤距

離，交通機関等の利用距離，自転車等の使用

距離等の事情を考慮して規則で定める区分

に応じ，前2号に定める額(1か月当たりの運

賃等相当額及び前号に定める額の合計額が5

5,000円を超えるときは，その者の通勤手当

に係る支給単位期間のうち最も長い支給単

位期間につき，55,000円に当該支給単位期間

の月数を乗じて得た額)，第1号に定める額又

は前号に定める額 

(3) 前項第3号に掲げる職員 交通機関等を

利用せず，かつ，自転車等を使用しないで徒

歩により通勤するものとした場合の通勤距

離，交通機関等の利用距離，自転車等の使用

距離等の事情を考慮して規則で定める区分

に応じ，前2号に定める額，第1号に定める額

又は前号に定める額 

3 公署を異にする異動又は在勤する公署の移転

に伴い，所在する地域を異にする公署に在勤す

ることとなったことにより，通勤の実情に変更

を生じることとなった職員で規則で定めるも

ののうち，第1項第1号又は第3号に掲げる職員

で，当該異動又は公署の移転の直前の住居(当

該住居に相当するものとして規則で定める住

居を含む。)から通勤のため，新幹線鉄道等の

特別急行列車，高速自動車国道その他の交通機

関等(以下「新幹線鉄道等」という。)でその利

用が規則で定める基準に照らして通勤事情の

改善に相当程度資するものであると認められ

るものを利用し，その利用に係る特別料金等

(その利用に係る運賃等の額から運賃等相当額

の算出の基礎となる運賃等に相当する額を減

じた額をいう。以下同じ。)を負担することを

常例とするものの通勤手当の額は，前項の規定

にかかわらず，規則で定めるところにより算出

したその者の1か月の通勤に要する特別料金等

の額の2分の1に相当する額(その額が20,000円

を超えるときは，20,000円)及び同項の規定に

よる額の合計額とする。 

3 公署を異にする異動又は在勤する公署の移転

に伴い，所在する地域を異にする公署に在勤す

ることとなったことにより，通勤の実情に変更

を生じることとなった職員で規則で定めるも

ののうち，第1項第1号又は第3号に掲げる職員

で，当該異動又は公署の移転の直前の住居(当

該住居に相当するものとして規則で定める住

居を含む。)からの通勤のため，新幹線鉄道等

の特別急行列車，高速自動車国道その他の交通

機関等(第1号，次項及び第5項において「新幹

線鉄道等」という。)を利用し，その利用に係

る特別料金等(その利用に係る運賃等の額から

運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等に相

当する額を減じた額をいう。第1号及び次項に

おいて同じ。)を負担することを常例とするも

のの通勤手当の額は，前項の規定にかかわら

ず，次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ，

それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に
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係る通勤手当 支給単位期間につき，規則で

定めるところにより算出した当該職員の支

給単位期間の通勤に要する特別料金等の額

に相当する額(第5項において「特別料金等相

当額」という。) 

 (2) 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 

前項の規定による額 

4 前項の規定は，国，他の地方公共団体等の職

員であった者から引き続き給料表の適用を受

ける職員となった者のうち，第1項第1号又は第

3号に掲げる職員で，当該適用の直前の住居(当

該住居に相当するものとして規則で定める住

居を含む。)からの通勤のため，新幹線鉄道等

でその利用が規則で定める基準に照らして通

勤事情の改善に相当程度資するものであると

認められるものを利用し，その利用に係る特別

料金等を負担することを常例とするもの(任用

の事情等を考慮して規則で定める職員に限

る。)その他前項の規定による通勤手当を支給

される職員との権衡上必要があると認められ

るものとして規則で定める職員の通勤手当の

額の算出について準用する。 

4 前項の規定は，新たに給料表の適用を受ける

職員となった者のうち，第1項第1号又は第3号

に掲げる職員で，当該適用の直前の住居(当該

住居に相当するものとして規則で定める住居

を含む。)からの通勤のため，新幹線鉄道等を

利用し，その利用に係る特別料金等を負担する

ことを常例とするもの(任用の事情等を考慮し

て規則で定める職員に限る。)その他前項の規

定による通勤手当を支給される職員との権衡

上必要があると認められるものとして規則で

定める職員の通勤手当の額の算出について準

用する。 

 5 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除

して得た額(交通機関等が2以上ある場合にお

いては，その合計額)，第2項第2号に定める額

及び特別料金等相当額をその支給単位期間の

月数で除して得た額(新幹線鉄道等が2以上あ

る場合においては，その合計額)の合計額が15

0,000円を超える職員の通勤手当の額は，前3

項の規定にかかわらず，当該職員の通勤手当に

係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期

間につき，150,000円に当該支給単位期間の月

数を乗じて得た額とする。 

5 略 6 略 

6 略 7 略 

7 前各項に規定するもののほか，通勤手当の支

給に関し必要な事項は，規則で定める。 

8 前各項に規定するもののほか，通勤の実情の

変更に伴う支給額の改定その他通勤手当の支

給及び返納に関し必要な事項は，規則で定め

る。 

(単身赴任手当) (単身赴任手当) 

第12条の2 略 第12条の2 略 

2 略 2 略 

3 国，他の地方公共団体等の職員であった者か

ら引き続き給料表の適用を受ける職員となり，

これに伴い，住居を移転し，父母の疾病その他

の規則で定めるやむを得ない事情により，同居

していた配偶者と別居することとなった職員

で，当該適用の直前の住居から当該適用の直後

に在勤する公署に通勤することが通勤距離等

を考慮して規則で定める基準に照らして困難

であると認められるもののうち，単身で生活す

3 新たに給料表の適用を受ける職員となったこ

とに伴い，住居を移転し，父母の疾病その他の

規則で定めるやむを得ない事情により，同居し

ていた配偶者と別居することとなった職員で，

当該適用の直前の住居から当該適用の直後に

在勤する公署に通勤することが通勤距離等を

考慮して規則で定める基準に照らして困難で

あると認められるもののうち，単身で生活する

ことを常況とする職員その他第1項の規定によ
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ることを常況とする職員(任用の事情等を考慮

して規則で定める職員に限る。)その他第1項の

規定による単身赴任手当を支給される職員と

の権衡上必要があると認められるものとして

規則で定める職員には，前2項の規定に準じて，

単身赴任手当を支給する。 

る単身赴任手当を支給される職員との権衡上

必要があると認められるものとして規則で定

める職員には，前2項の規定に準じて，単身赴

任手当を支給する。 

4 略 4 略 

(管理職員特別勤務手当) (管理職員特別勤務手当) 

第20条の2 第22条の2に規定する職員の職のう

ち，規則で定めるものが，臨時又は緊急の必要

その他の公務の運営の必要により週休日又は

休日等(次項において「週休日等」という。)に

勤務した場合は，当該職員には，管理職員特別

勤務手当を支給する。 

第20条の2 第22条の2第1項に規定する職を占

める職員のうち規則で定めるものが臨時又は

緊急の必要その他の公務の運営の必要により

週休日又は休日等(次項において「週休日等」

という。)に勤務をした場合は，当該職員には，

管理職員特別勤務手当を支給する。 

2 前項に規定する場合のほか，第22条の2に規

定する職員が災害への対処その他の臨時又は

緊急の必要により週休日等以外の日の午前零

時から午前5時までの間であって正規の勤務時

間以外の時間に勤務した場合は，当該職員に

は，管理職員特別勤務手当を支給する。 

2 前項に規定する場合のほか，同項に規定する

職員が災害への対処その他の臨時又は緊急の

必要により午後10時から翌日の午前5時まで

の間(週休日等に含まれる時間を除く。)であっ

て正規の勤務時間以外の時間に勤務をした場

合は，当該職員には，管理職員特別勤務手当を

支給する。 

3 管理職員特別勤務手当の額は，次の各号に掲

げる場合の区分に応じ，それぞれ当該各号に定

める額とする。 

3 管理職員特別勤務手当の額は，次の各号に掲

げる場合の区分に応じ，それぞれ当該各号に定

める額(前2項に規定する勤務に従事する時間

を考慮して規則で定める勤務をした職員にあ

っては，その額に100分の150を乗じて得た額)

とする。 

(1) 第1項に規定する場合 同項の勤務1回に

つき，12,000円を超えない範囲内において規

則で定める額(当該勤務に従事する時間等を

考慮して規則で定める勤務にあっては，その

額に100分の150を乗じて得た額) 

(1) 第1項に規定する場合 同項の勤務1回に

つき，12,000円を超えない範囲内において規

則で定める額 

(2) 略 (2) 略 

4 略 4 略 

(短時間勤務職員についての適用除外) (短時間勤務職員についての適用除外) 

第24条の3 第10条，第11条，第11条の3及び第1

1条の4の規定は，短時間勤務職員には適用しな

い。 

第24条の3 第10条，第11条の3及び第11条の4

の規定は，短時間勤務職員(定年前再任用短時

間勤務職員を除く。)には適用しない。 

 2 第10条及び第11条の4の規定は，定年前再任

用短時間勤務職員には適用しない。 

 

柏市企業職員給与条例（昭和４２年柏市条例第１０号）新旧対照表（第２条関係） 

改正前 改正後 

(給与の種類) (給与の種類) 

第2条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地

方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の4

第1項に規定する短時間勤務の職を占める職員

(以下「職員」という。)の給与の種類は，給料

及び手当とする。 

第2条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地

方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の4

第1項に規定する短時間勤務の職を占めるもの

(以下「職員」という。)の給与の種類は，給料

及び手当とする。 

2及び3 略 2及び3 略 

(給料表) (給料表) 
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第3条 略 第3条 略 

2 略 2 略 

3 給料表の種類は，給料表に定める職務の級及

び号給の数並びに各職務の級における最低の

号給の給料額及び号給間の給料額の差額は，法

第38条第2項及び第3項の規定の趣旨に従って

定めなければならない。 

3 給料表の種類，給料表に定める職務の級及び

号給の数並びに各職務の級における最低の号

給の給料額及び号給間の給料額の差額は，法第

38条第2項及び第3項の規定の趣旨に従って定

めなければならない。 

(扶養手当) (扶養手当) 

第6条 扶養手当は，扶養親族のある職員に対し

て支給する。 

第6条 扶養手当は，扶養親族のある職員に対し

て支給する。ただし，次項第2号から第5号まで

のいずれかに該当する扶養親族に係る扶養手

当は，管理者が定める職員に対しては，支給し

ない。 

2 扶養手当の支給については，次に掲げる者で

他の生計のみちがなく，主としてその職員の扶

養を受けているものを扶養親族とする。 

2 扶養手当の支給については，次に掲げる者で

他の生計のみちがなく，主としてその職員の扶

養を受けているものを扶養親族とする。 

(1) 配偶者(届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。) 

(1) 満22歳に達する日以後の最初の3月31日

までの間にある子 

(2) 満22歳に達する日以後の最初の3月31日

までの間にある子及び孫 

(2) 満22歳に達する日以後の最初の3月31日

までの間にある孫 

(3)から(5)まで 略 (3)から(5)まで 略 

(住居手当) (住居手当) 

第6条の3 住居手当は，次に掲げる職員に対して

支給する。 

第6条の3 住居手当は，次に掲げる職員に対して

支給する。 

(1) 自ら居住するため住宅を借り受け，家賃

を支払っている職員(管理者が指定する者を

除く。) 

(1) 自ら居住するため住宅を借り受け，家賃

を支払っている職員(管理者が定める者を除

く。) 

(2) 略 (2) 略 

(通勤手当) (通勤手当) 

第7条 通勤手当は，次に掲げる職員に対して支

給する。 

第7条 通勤手当は，次に掲げる職員に対して支

給する。 

(1) 通勤のため，交通機関又は有料の道路を

利用し，かつ，その運賃又は料金を負担する

ことを常例とする職員 

(1) 通勤のため，交通機関又は有料道路(第3

号において「交通機関等」という。)を利用

してその運賃又は料金(同号において「運賃

等」という。)を負担することを常例とする

職員(管理者が定める職員を除く。) 

(2) 通勤のため，自転車その他の用具を使用

することを常例とする職員 

(2) 通勤のため，自転車その他の交通の用具

で管理者が定めるもの(次号において「自転

車等」という。)を使用することを常例とす

る職員(管理者が定める職員を除く。) 

 (3) 通勤のため，交通機関等を利用してその

運賃等を負担し，かつ，自転車等を使用する

ことを常例とする職員(管理者が定める職員

を除く。) 

(管理職員特別勤務手当) (管理職員特別勤務手当) 

第12条の2 管理職員特別勤務手当は，第4条第1

項の規定により管理職手当を支給される職員

が，臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の

必要により週休日又は休日等(次項において

「週休日等」という。)において勤務する場合

第12条の2 管理職員特別勤務手当は，第4条第1

項の規定により管理職手当を支給される職員

が，臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の

必要により週休日又は休日等(次項において

「週休日等」という。)において勤務をした場
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に支給する。 合に支給する。 

2 前項に規定する場合のほか，同項の職員が災

害への対処その他の臨時又は緊急の必要によ

り週休日等以外の日の午前零時から午前5時ま

での間であって正規の勤務時間以外の時間に

勤務した場合は，当該職員には，管理職員特別

勤務手当を支給する。 

2 前項に規定する場合のほか，同項の職員が災

害への対処その他の臨時又は緊急の必要によ

り午後10時から翌日の午前5時までの間(週休

日等に含まれる時間を除く。)であって正規の

勤務時間以外の時間に勤務をした場合は，当該

職員には，管理職員特別勤務手当を支給する。 

(定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時

間勤務職員についての適用除外) 

(短時間勤務職員についての適用除外) 

第18条の2 第6条，第6条の3及び第15条の規定

は，定年前再任用短時間勤務職員(地方公務員

法第22条の4第1項又は同法第22条の5第1項の

規定により採用された職員をいう。)又は柏市

一般職任期付職員採用条例(平成25年柏市条例

第51号)第4条の規定により採用された職員に

は適用しない。 

第18条の2 第6条，第6条の3及び第15条の規定

は，職員のうち地方公務員法第22条の4第1項

に規定する短時間勤務の職を占めるもの(定年

前再任用短時間勤務職員(同項又は同法第22条

の5第1項の規定により採用された職員をいう。

次項において同じ。)を除く。)には適用しない。 

 2 第6条及び第15条の規定は，定年前再任用短

時間勤務職員には適用しない。 

 

柏市会計年度任用職員給与等条例（令和元年柏市条例第１２号）新旧対照表（附則第６項関係） 

改正前 改正後 

(パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る

費用弁償) 

(パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る

費用弁償) 

第10条 給与条例第12条(第5項及び第6項を除

く。)の規定は，パートタイム会計年度任用職

員の通勤に係る費用弁償について準用する。こ

の場合において，次の表の左欄に掲げる給与条

例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。 

第10条 給与条例第12条(第6項及び第7項を除

く。)の規定は，パートタイム会計年度任用職

員の通勤に係る費用弁償について準用する。こ

の場合において，次の表の左欄に掲げる給与条

例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。 

読み替え

る給与条

例の規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第12条第

2項第1号 

支給単位期間(通勤手

当の支給の単位とな

る期間として6か月を

超えない範囲内で1か

月を単位として規則

で定める期間(自転車

等に係る通勤手当に

あっては，1か月)をい

う。以下同じ。)につ

き，市長 

市長 

支給単位期間の通勤 1か月の通勤 

 。ただし，運賃等相当

額を支給単位期間の

月数で除して得た額

(以下「1か月当たりの

運賃等相当額」とい

う。)が55,000円を超

えるときは，支給単位

期間につき，55,000

円に支給単位期間の

月数を乗じて得た額

(その者が2以上の交

通機関等を利用する 

(その額が55,000円

を超えるときは，55,

000円) 

 

読み替え

る給与条

例の規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第12条第

2項第1号 

支給単位期間(通勤手

当の支給の単位とな

る期間として6か月を

超えない範囲内で1か

月を単位として規則

で定める期間(自転車

等に係る通勤手当に

あっては，1か月)をい

う。以下この条におい

て同じ。)につき， 

会計年度任用職員に

係る 

支給単位期間の 1か月の 

第12条第

2項第2号 

支給単位期間につき，

それぞれ次に定める

額(短時間勤務職員又

は育児短時間勤務職

員等 

それぞれ次に定める

額 

規則 会計年度任用職員に

係る規則 

職員に限る。) 職員 

第12条第

3項第1号 

支給単位期間につき， 会計年度任用職員に

係る 

支給単位期間の 1か月の 
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 ものとして当該運賃

等の額を算出する場

合において，1か月当

たりの運賃等相当額

の合計額が55,000円

を超えるときは，その

者の通勤手当に係る

支給単位期間のうち

最も長い支給単位期

間につき，55,000円に

当該支給単位期間の

月数を乗じて得た額) 

 

第12条第

2項第2号 

支給単位期間につき，

自転車等 

自転車等 

第12条第

2項第3号 

前2号に定める額(1か

月当たりの運賃等相

当額及び前号に定め

る額の合計額が55,00

0円を超えるときは，

その者の通勤手当に

係る支給単位期間の

うち最も長い支給単

位期間につき，55,00

0円に当該支給単位期

間の月数を乗じて得

た額) 

運賃等相当額及び前

号に定める額の合計

額(その合計額が55,0

0 0円を超えるとき

は，55,000円) 

第12条第

7項 

規則 会計年度任用職員に

係る規則 
 

第12条第

5項 

運賃等相当額をその

支給単位期間の月数

で除して得た額 

運賃等相当額 

特別料金等相当額を

その支給単位期間の

月数で除して得た額 

特別料金等相当額 

当該職員の通勤手当

に係る支給単位期間

のうち最も長い支給

単位期間につき，150,

000円に当該支給単

位期間の月数を乗じ

て得た額 

150,000円 

第12条第

8項 

規則 会計年度任用職員に

係る規則 
 

 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年柏市条例第

２２号）新旧対照表（附則第７項関係） 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

(柏市一般職職員給与条例の一部改正に伴う経

過措置) 

(柏市一般職職員給与条例の一部改正に伴う経

過措置) 

第3条 略 第3条 略 

2及び3 略 2及び3 略 

4 暫定再任用常勤職員及び暫定再任用短時間勤

務職員は，定年前再任用短時間勤務職員とみな

して，新給与条例第21条第3項，第22条第2項，

第24条第2項及び第24条の3の規定を適用す

る。 

4 暫定再任用常勤職員及び暫定再任用短時間勤

務職員は，定年前再任用短時間勤務職員とみな

して，新給与条例第21条第3項，第22条第2項，

第24条第2項及び第24条の3第2項の規定を適

用する。 

(柏市企業職員給与条例の一部改正に伴う経過

措置) 

(柏市企業職員給与条例の一部改正に伴う経過

措置) 

第5条 暫定再任用短時間勤務職員は，第7条の規

定による改正後の柏市企業職員給与条例(次項

において「新企業職員給与条例」という。)第1

8条の2に規定する定年前再任用短時間勤務職

員とみなす。 

第5条 暫定再任用短時間勤務職員は，第7条の規

定による改正後の柏市企業職員給与条例(次項

において「新企業職員給与条例」という。)第1

8条の2第1項に規定する定年前再任用短時間

勤務職員とみなす。 

2 新企業職員給与条例第18条の2の規定は，暫

定再任用常勤職員について準用する。 

2 新企業職員給与条例第18条の2第2項の規定

は，暫定再任用常勤職員について準用する。 
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議案第  ８号   

 

 

   柏市職員退職手当条例の一部を改正する条例の制定につ  

   いて  

 

 

 柏市職員退職手当条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 雇用保険法の改正に伴い，失業者の退職手当に係る支給内容の変

更等を行いたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市職員退職手当条例の一部を改正する条例  

 

 柏市職員退職手当条例（昭和３０年柏市条例第２６号）の一部を

次のように改正する。  

 

 第１０条第１１項第４号中「職業」を「安定した職業」に改め，

同条第１４項各号列記以外の部分中「次の各号に掲げる退職手当ご

とに，当該各号に定める」を「雇用保険法第５６条の３第１項第１

号に該当する者に係る就業促進手当について同条第４項の規定によ

り基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する」に改め，

同項各号を削る。  

 附則第１５項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」

に改める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１０条第１１項（第４号に係る部分に限り，同条第

１５項において準用する場合を含む。）の規定は，退職職員（退

職した柏市職員退職手当条例第２条第１項に規定する職員（同条

第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）をいう。以下

同じ。）であってこの条例の施行の日以後に安定した職業に就い

たものについて適用し，退職職員であって同日前に職業に就いた

ものに対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については，

なお従前の例による。  
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議案第８号資料  

   柏市職員退職手当条例の一部を改正する条例について  

柏市職員退職手当条例（昭和３０年柏市条例第２６号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(失業者の退職手当) (失業者の退職手当) 

第10条 略 第10条 略 

2から10まで 略 2から10まで 略 

11 第1項，第3項及び第5項から前項までに定め

るもののほか，第1項又は第3項の規定による退

職手当の支給を受けることができる者で次の

各号の規定に該当するものに対しては，それぞ

れ当該各号に掲げる金額を，退職手当として，

雇用保険法の規定による技能習得手当，寄宿手

当，傷病手当，就業促進手当，移転費又は求職

活動支援費の支給の条件に従い支給する。 

11 第1項，第3項及び第5項から前項までに定め

るもののほか，第1項又は第3項の規定による退

職手当の支給を受けることができる者で次の

各号の規定に該当するものに対しては，それぞ

れ当該各号に掲げる金額を，退職手当として，

雇用保険法の規定による技能習得手当，寄宿手

当，傷病手当，就業促進手当，移転費又は求職

活動支援費の支給の条件に従い支給する。 

(1)から(3)まで 略 (1)から(3)まで 略 

(4) 職業に就いた者 雇用保険法第56条の3

第3項に規定する就業促進手当の額に相当す

る金額 

(4) 安定した職業に就いた者 雇用保険法第

56条の3第3項に規定する就業促進手当の額

に相当する金額 

(5)及び(6) 略 (5)及び(6) 略 

12及び13 略 12及び13 略 

14 第11項第4号に掲げる退職手当の支給があ

ったときは，第1項，第3項又は第11項の規定

の適用については，次の各号に掲げる退職手当

ごとに，当該各号に定める日数分の第1項又は

第3項の規定による退職手当の支給があったも

のとみなす。 

14 第11項第4号に掲げる退職手当の支給があ

ったときは，第1項，第3項又は第11項の規定

の適用については，雇用保険法第56条の3第1

項第1号に該当する者に係る就業促進手当につ

いて同条第4項の規定により基本手当を支給し

たものとみなされる日数に相当する日数分の

第1項又は第3項の規定による退職手当の支給

があったものとみなす。 

(1) 雇用保険法第56条の3第1項第1号イに該

当する者に係る就業促進手当に相当する退

職手当 当該退職手当の支給を受けた日数

に相当する日数 

 

(2) 雇用保険法第56条の3第1項第1号ロに該

当する者に係る就業促進手当に相当する退

職手当 当該就業促進手当について同条第5

項の規定により基本手当を支給したものと

みなされる日数に相当する日数 

 

15から17まで 略 15から17まで 略 

  

附 則 附 則 

1から14まで 略 1から14まで 略 

15 令和7年3月31日以前に退職した職員に対す

る第10条第10項の規定の適用については，同

項中「第28条まで」とあるのは「第28条まで

及び附則第5条」と，同項第2号中「イ 雇用保

険法第22条第2項に規定する厚生労働省令で

定める理由により就職が困難な者であって，同

法第24条の2第1項第2号に掲げる者に相当す

15 令和9年3月31日以前に退職した職員に対す

る第10条第10項の規定の適用については，同

項中「第28条まで」とあるのは「第28条まで

及び附則第5条」と，同項第2号中「イ 雇用保

険法第22条第2項に規定する厚生労働省令で

定める理由により就職が困難な者であって，同

法第24条の2第1項第2号に掲げる者に相当す
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る者として規則で定める者に該当し，かつ，市

長が同項に規定する指導基準に照らして再就

職を促進するために必要な職業安定法第4条第

4項に規定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの」とあるのは「 

る者として規則で定める者に該当し，かつ，市

長が同項に規定する指導基準に照らして再就

職を促進するために必要な職業安定法第4条第

4項に規定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの」とあるのは「 

イ 雇用保険法第22条第2項に規定する厚生

労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって，同法第24条の2第1項第2号

に掲げる者に相当する者として規則で定

める者に該当し，かつ，市長が同項に規定

する指導基準に照らして再就職を促進す

るために必要な職業安定法第4条第4項に

規定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの 

ウ 特定退職者であって，雇用保険法附則第

5条第1項に規定する地域内に居住し，か

つ，市長が同法第24条の2第1項に規定する

指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第4条第4項に規定

する職業指導を行うことが適当であると

認めたもの(アに掲げる者を除く。) 
 

イ 雇用保険法第22条第2項に規定する厚生

労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって，同法第24条の2第1項第2号

に掲げる者に相当する者として規則で定

める者に該当し，かつ，市長が同項に規定

する指導基準に照らして再就職を促進す

るために必要な職業安定法第4条第4項に

規定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの 

ウ 特定退職者であって，雇用保険法附則第

5条第1項に規定する地域内に居住し，か

つ，市長が同法第24条の2第1項に規定する

指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第4条第4項に規定

する職業指導を行うことが適当であると

認めたもの(アに掲げる者を除く。) 
 

」とする。 」とする。 

16から24まで 略 16から24まで 略 
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                       議案第  ９号  

 

 

   柏市特別会計条例の一部を改正する条例の制定について  

 

 

 柏市特別会計条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 学校給食センター事業特別会計を廃止したいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市特別会計条例の一部を改正する条例  

 

 柏市特別会計条例（昭和３９年柏市条例第２６号）の一部を次の

ように改正する。  

 

 第１条中第７号を削り，第８号を第７号とし，第９号を第８号と

する。   

 第２条中「第９号」を「第８号」に改める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正前の第１条第７号の規定による学校給食センター事業特別

会計は，令和７年５月３１日までは，当該特別会計の出納整理に

必要な限度において，なお存続する。  
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議案第９号資料

柏市特別会計条例の一部を改正する条例について

柏市特別会計条例（昭和３９年柏市条例第２６号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(設置) (設置) 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第209

条第2項の規定により，次の各号に掲げる特別
会計をそれぞれ当該各号に定める事業の円滑
な運営とその経理の適正を図るため設置する。 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第209

条第2項の規定により，次の各号に掲げる特別
会計をそれぞれ当該各号に定める事業の円滑
な運営とその経理の適正を図るため設置する。 

(1)から(6)まで 略 (1)から(6)まで 略

(7) 学校給食センター事業特別会計 学校給
食センター事業 

(8) 略 (7) 略

(9) 略 (8) 略

(弾力条項の適用) (弾力条項の適用)

第2条 前条第1号，第2号，第4号，第5号及び第
9号に掲げる特別会計においては，地方自治法
第218条第4項の規定により弾力条項を適用す
ることができる。 

第2条 前条第1号，第2号，第4号，第5号及び第
8号に掲げる特別会計においては，地方自治法
第218条第4項の規定により弾力条項を適用す
ることができる。 
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議案第１０号

柏市土地開発基金条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  

 柏市土地開発基金条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

  令和 ７年 ２月２１日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 柏市土地開発基金に属する現金の処分に係る規定を設けること等

を行いたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市土地開発基金条例の一部を改正する条例  

 

 柏市土地開発基金条例（昭和４４年柏市条例第３８号）の一部を

次のように改正する。  

 

 第３条の２の見出しを「（預託）」に改め，同条第１項を削り，

同条第２項を同条とする。  

 第７条を第８条とし，第６条の次に次の１条を加える。  

 （処分）  

第７条  市長は，財政上必要があると認めるときは，予算の定める

ところにより，基金に属する現金の一部を処分することができる。  

２  前項の規定による処分が行われたときは，基金の額は，当該処

分をした額に相当する額減少するものとする。  

 

   附  則  

 この条例は，公布の日から施行する。  
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議案第１０号資料  

   柏市土地開発基金条例の一部を改正する条例について  

柏市土地開発基金条例（昭和４４年柏市条例第３８号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(貸付け等) (預託) 

第3条の2 市長は，基金に属する現金を柏市土地
開発公社に貸し付けることができる。 

第3条の2  

2 略   略 

 (処分) 

 第7条 市長は，財政上必要があると認めるとき
は，予算の定めるところにより，基金に属する
現金の一部を処分することができる。 

 2 前項の規定による処分が行われたときは，基
金の額は，当該処分をした額に相当する額減少
するものとする。 

(委任) (委任) 

第7条 略 第8条 略 
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議案第１１号   

 

 

   柏市近隣センター条例の一部を改正する条例の制定につ  

   いて  

 

 

 柏市近隣センター条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 柏市沼南近隣センターの位置並びに施設及び当該施設に係る使用

料の額を改めたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市近隣センター条例の一部を改正する条例  

 

 柏市近隣センター条例（平成１２年柏市条例第３７号）の一部を

次のように改正する。  

 

 第１０条第２項本文中「別表第１第２２号に掲げる近隣センター

の施設（大ホールに限る。）及び」を削る。  

 別表第１第２２号中「柏市大島田４４０番地１」を「柏市大島田

２１番地２」に改める。  

 別表第２第１項の表柏市沼南近隣センターの項を次のように改め

る。  

柏市沼南近隣センター 会議室Ａ ４ ８１０ 

会議室Ｂ ４ ４３０ 

会議室Ｃ ４ ４５０ 

会議室Ａ・Ｂ ４ １，２４０ 

会議室Ｂ・Ｃ ４ ８８０ 

会議室Ａ・Ｂ・Ｃ ４ １，６９０ 

会議室Ｄ ４ ８６０ 

会議室Ｅ ４ ５１０ 

多目的室 ４ １，１２０ 

 沼南庁舎 ５０１会議室 ４ １，５６０ 

５０２会議室 ４ ４００ 

５０３会議室 ４ ３９０ 

５０４会議室 ４ １８０ 

大会議室 ４ ２，６４０ 

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，公布の日から起算して９月を超えない範囲内で規

則で定める日から施行する。  
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 （経過措置）  

２  改正後の別表第２第１項の表の規定はこの条例の施行の日以後

の柏市沼南近隣センターの施設の使用に係る使用料について適用

し，同日前の柏市沼南近隣センターの施設の使用に係る使用料に

ついてはなお従前の例による。  
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議案第１１号資料  

   柏市近隣センター条例の一部を改正する条例について  

柏市近隣センター条例（平成１２年柏市条例第３７号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(使用料の額等) (使用料の額等) 

第10条 略 第10条 略 

2 使用料は，有料施設等を使用する日にあらか

じめ(別表第1第22号に掲げる近隣センターの

施設(大ホールに限る。)及び附帯設備の使用に

係る使用料にあっては，当該使用に係る許可を

受けた際に)納付しなければならない。ただし，

市長がやむを得ない事情があると認めるとき

は，この限りでない。 

2 使用料は，有料施設等を使用する日にあらか

じめ(附帯設備の使用に係る使用料にあって

は，当該使用に係る許可を受けた際に)納付し

なければならない。ただし，市長がやむを得な

い事情があると認めるときは，この限りでな

い。 

  

別表第1(第2条) 別表第1(第2条) 

号 名称 位置 

1から21まで 略 

22 柏市沼南近隣センター 柏市大島田440番地1 

23 略 
 

号 名称 位置 

1から21まで 略 

22 柏市沼南近隣センター 柏市大島田21番地2 

23 略 
 

別表第2(第10条第1項) 別表第2(第10条第1項) 

1 施設使用料 1 施設使用料 

施設 単位(時間) 使用料(円) 

柏市旭町近隣センターから柏市高柳近隣センターまで  

略 

柏市沼南近

隣センター 

和室1 4 530 

和室2 4 530 

学習室1 4 530 

学習室2 4 530 

学習室3 4 730 

学習室1・2 4 950 

学習室2・3 4 1,150 

学習室1・2・3 4 1,570 

集会室1 4 730 

集会室2 4 730 

保育室 4 530 

音楽室1 4 530 

音楽室2 4 320 

多目的ホール 2 580 

4 1,160 

大ホール 4 4,930 

柏市手賀近隣センター 略 
 

施設 単位(時間) 使用料(円) 

柏市旭町近隣センターから柏市高柳近隣センターまで  

略 

柏市沼南近

隣センター 

会議室A 4 810 

会議室B 4 430 

会議室C 4 450 

会議室A・B 4 1,240 

会議室B・C 4 880 

会議室A・B・C 4 1,690 

会議室D 4 860 

会議室E 4 510 

多目的室 4 1,120 

 沼南庁舎 501会議室 4 1,560 

502会議室 4 400 

503会議室 4 390 

504会議室 4 180 

大会議室 4 2,640 

柏市手賀近隣センター 略 
 

備考 略 備考 略 

2 略 2 略 
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議案第１２号   

 

 

柏市災害弔慰金等条例の一部を改正する条例の制定につ  

いて  

 

 

 柏市災害弔慰金等条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に関する事項を調査審議す

るための柏市災害弔慰金等支給審査会を設置したいので提案する。
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柏市条例第   号  

 

   柏市災害弔慰金等条例の一部を改正する条例  

 

 柏市災害弔慰金等条例（昭和５０年柏市条例第１６号）の一部を

次のように改正する。  

 

 第１６条を第１７条とし，第１５条の次に次の１条を加える。  

 （審査会の設置等）  

第１６条  法第１８条の規定により，災害弔慰金及び災害障害見舞

金の支給に関する事項を調査審議するため，柏市災害弔慰金等支

給審査会（以下「審査会」という。）を置く。  

２  審査会は，委員１０人以内をもって組織する。  

３  委員は，医師，弁護士その他市長が認める者のうちから，市長

が委嘱し，又は任命する。  

４  委員の任期は，３年以内とする。ただし，補欠の委員の任期は，

前任者の残任期間とする。  

５  委員は，再任されることができる。  

６  委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を

退いた後も，同様とする。  

７  前各項に定めるもののほか，審査会の組織及び運営に関し必要

な事項は，規則で定める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，令和７年４月１日から施行する。  

 （柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部改正）  

２  柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例（昭和６１年柏市条例第

３号）の一部を次のように改正する。  

  別表第１第４２号の２の次に次のように加える。  

４２の３  災害弔慰金等支給審査会

委員  

日額  ２７，０００円 
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議案第１２号資料  

   柏市災害弔慰金等条例の一部を改正する条例について  

柏市災害弔慰金等条例（昭和５０年柏市条例第１６号）新旧対照表 

改正前 改正後 

 (審査会の設置等) 

 第16条 法第18条の規定により，災害弔慰金及
び災害障害見舞金の支給に関する事項を調査
審議するため，柏市災害弔慰金等支給審査会
(以下「審査会」という。)を置く。 

 2 審査会は，委員10人以内をもって組織する。 

 3 委員は，医師，弁護士その他市長が認める者
のうちから，市長が委嘱し，又は任命する。 

 4 委員の任期は，3年以内とする。ただし，補欠
の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 5 委員は，再任されることができる。 

 6 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはな
らない。その職を退いた後も，同様とする。 

 7 前各項に定めるもののほか，審査会の組織及
び運営に関し必要な事項は，規則で定める。 

(委任) (委任) 

第16条 略 第17条 略 

 

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例（昭和６１年柏市条例第３号）新旧対照表（附則第２項関係） 

改正前 改正後 

別表第1(第2条) 別表第1(第2条) 

号 職名 支給区

分 

報酬額 

1から42の2まで 略 

 

 

43及び44 略 
 

号 職名 支給区

分 

報酬額 

1から42の2まで 略 

42の3 災害弔慰金等支給審査会

委員 

日額 27,000円 

43及び44 略 
 

備考 略 備考 略 
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議案第１３号   

 

 

   柏市保健センター条例の一部を改正する条例の制定につ  

   いて  

 

 

 柏市保健センター条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 柏市沼南保健センターを廃止したいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市保健センター条例の一部を改正する条例  

 

 柏市保健センター条例（昭和６２年柏市条例第１１号）の一部を

次のように改正する。  

 

 第２条の表柏市沼南保健センターの項を削る。  

 

   附  則  

 この条例は，令和７年４月１日から施行する。  
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議案第１３号資料  

   柏市保健センター条例の一部を改正する条例について  

柏市保健センター条例（昭和６２年柏市条例第１１号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(名称及び位置) (名称及び位置) 

第2条 センターの名称及び位置は，次のとおり

とする。 

第2条 センターの名称及び位置は，次のとおり

とする。 

名称 位置 

柏市中央保健センター 略 

柏市沼南保健センター 柏市大島田21番地2 
 

名称 位置 

柏市中央保健センター 略 
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                       議案第１４号   

 

 

   柏市立図書館条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 

 柏市立図書館条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 柏市立図書館沼南分館の位置を改めたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市立図書館条例の一部を改正する条例  

 

 柏市立図書館条例（昭和２９年柏市条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。  

 

 第２条第２項の表中  

「                「  

柏市大島田４４０番地１    を  柏市大島田４８番地１   

              」                」  

に改める。  

 

   附  則  

 この条例は，公布の日から起算して６月を超えない範囲内におい

て教育委員会規則で定める日から施行する。  
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議案第１４号資料  

   柏市立図書館条例の一部を改正する条例について  

柏市立図書館条例（昭和２９年柏市条例第１２号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(名称及び位置) (名称及び位置) 

第2条 略 第2条 略 

2 図書館に次の分館を置く。 2 図書館に次の分館を置く。 

名称 位置 

柏市立図書館 豊四季台分館から柏市立図書館 藤心分

館まで 略 

柏市立図書館 沼南分館 柏市大島田440番地1 

柏市立図書館 高柳分館及び柏市立図書館 こども図書

館 略 
 

名称 位置 

柏市立図書館 豊四季台分館から柏市立図書館 藤心分

館まで 略 

柏市立図書館 沼南分館 柏市大島田48番地1 

柏市立図書館 高柳分館及び柏市立図書館 こども図書

館 略 
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                       議案第１５号   

 

 

柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例等の一部を改正  

する条例の制定について  

 

 

 柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例等の一部を改正する条例

を次のとおり制定する。  

 

 

  令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の改正に伴い，保育

所の設備の基準の特例等に係る規定について，栄養士でない管理栄

養士も当該規定の対象となるよう所要の改正を行いたいので提案す

る。  
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柏市条例第   号  

 

柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例等の一部を改正  

する条例  

 

 （柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例の一部改正）  

第１条  柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例（平成２４年柏市

条例第４０号）の一部を次のように改正する。  

  第３５条第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え

る。  

 （柏市地域型保育事業設備運営基準条例の一部改正）  

第２条  柏市地域型保育事業設備運営基準条例（平成２６年柏市条

例第２９号）の一部を次のように改正する。  

  第１７条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」

を加える。  

（柏市女性自立支援施設設備運営基準条例の一部改正）  

第３条  柏市女性自立支援施設設備運営基準条例（令和６年柏市条

例第１４号）の一部を次のように改正する。  

  第１０条第１項第３号中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養

士」を加える。  

 

   附  則  

 この条例は，令和７年４月１日から施行する。  
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議案第１５号資料  

   柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例等の一部を改正す  

る条例について  

柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例（平成２４年柏市条例第４０号）新旧対照表（第１条関係） 

改正前 改正後 

(保育所の設備の基準の特例) (保育所の設備の基準の特例) 

第35条 次の各号に掲げる要件を満たす保育所

は，第15条第1項の規定にかかわらず，当該保

育所の満3歳以上の幼児に対する食事の提供に

ついて，当該保育所外で調理し搬入する方法に

より行うことができる。この場合において，当

該保育所は，当該食事の提供について当該方法

によることとしてもなお当該保育所において

行うことが必要な調理のための加熱，保存等の

調理機能を有する設備を備えるものとする。 

第35条 次の各号に掲げる要件を満たす保育所

は，第15条第1項の規定にかかわらず，当該保

育所の満3歳以上の幼児に対する食事の提供に

ついて，当該保育所外で調理し搬入する方法に

より行うことができる。この場合において，当

該保育所は，当該食事の提供について当該方法

によることとしてもなお当該保育所において

行うことが必要な調理のための加熱，保存等の

調理機能を有する設備を備えるものとする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 当該保育所又は他の施設，保健所，市町

村等の栄養士により，献立等について栄養の

観点からの指導が受けられる体制にある等，

栄養士による必要な配慮が行われること。 

(2) 当該保育所又は他の施設，保健所，市町

村等の栄養士又は管理栄養士により，献立等

について栄養の観点からの指導が受けられ

る体制にある等，栄養士又は管理栄養士によ

る必要な配慮が行われること。 

(3)から(5)まで 略 (3)から(5)まで 略 

 

柏市地域型保育事業設備運営基準条例（平成２６年柏市条例第２９号）新旧対照表（第２条関係） 

改正前 改正後 

(食事の提供の特例) (食事の提供の特例) 

第17条 次に掲げる要件を満たす地域型保育事

業者は，前条第1項の規定にかかわらず，当該

地域型保育事業者の利用乳幼児に対する食事

の提供について，次項に規定する施設(以下「搬

入施設」という。)において調理し，及び地域

型保育事業所に搬入する方法により行うこと

ができる。この場合において，当該地域型保育

事業者は，当該食事の提供について当該方法に

よることとしてもなお当該地域型保育事業所

において行うことが必要な調理のための加熱，

保存等の調理機能を有する設備を備えなけれ

ばならない。 

第17条 次に掲げる要件を満たす地域型保育事

業者は，前条第1項の規定にかかわらず，当該

地域型保育事業者の利用乳幼児に対する食事

の提供について，次項に規定する施設(以下「搬

入施設」という。)において調理し，及び地域

型保育事業所に搬入する方法により行うこと

ができる。この場合において，当該地域型保育

事業者は，当該食事の提供について当該方法に

よることとしてもなお当該地域型保育事業所

において行うことが必要な調理のための加熱，

保存等の調理機能を有する設備を備えなけれ

ばならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 当該地域型保育事業所又はその他の施

設，保健所，本市等の栄養士により，献立等

について栄養の観点からの指導が受けられ

る体制にある等，当該栄養士による必要な配

慮が行われること。 

(2) 当該地域型保育事業所又はその他の施

設，保健所，本市等の栄養士又は管理栄養士

により，献立等について栄養の観点からの指

導が受けられる体制にある等，当該栄養士又

は管理栄養士による必要な配慮が行われる

こと。 

(3)から(5)まで 略 (3)から(5)まで 略 

2 略 2 略 

 

柏市女性自立支援施設設備運営基準条例（令和６年柏市条例第１４号）新旧対照表（第３条関係） 
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改正前 改正後 

(職員配置の基準) (職員配置の基準) 

第10条 女性自立支援施設に置くべき職員及び

その員数は，次のとおりとする。ただし，調理

業務の全部を委託する施設にあっては，第3号

の職員を置かないことができる。 

第10条 女性自立支援施設に置くべき職員及び

その員数は，次のとおりとする。ただし，調理

業務の全部を委託する施設にあっては，第3号

の職員を置かないことができる。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3) 栄養士又は調理員 1人以上 (3) 栄養士若しくは管理栄養士又は調理員 

1人以上 

(4)から(6)まで 略 (4)から(6)まで 略 

2 略 2 略 
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議案第１６号   

 

 

   柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例の一部を  

   改正する条例の制定について  

 

 

柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。  

 

 

令和  ７年  ２月２１日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関

する基準の改正に伴い，幼保連携型認定こども園の職員配置に係る

特例期間を延長したいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例の一部を    

   改正する条例  

 

 柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例（平成２６年柏市

条例第２８号）の一部を次のように改正する。  

 

 附則第３条中「１０年間」を「１２年間」に改める。  

 

   附  則  

 この条例は，公布の日から施行する。  
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議案第１６号資料

柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例の一部を改

正する条例について  

柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例（平成２６年柏市条例第２８号）新旧対照表 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

(幼保連携型認定こども園の職員配置に係る特

例) 

(幼保連携型認定こども園の職員配置に係る特

例) 

第3条 施行日から起算して10年間は，副園長又

は教頭を置く幼保連携型認定こども園につい

ての第6条第3項の規定の適用については，同項

の表備考1中「かつ，」とあるのは，「又は」

とすることができる。 

第3条 施行日から起算して12年間は，副園長又

は教頭を置く幼保連携型認定こども園につい

ての第6条第3項の規定の適用については，同項

の表備考1中「かつ，」とあるのは，「又は」

とすることができる。 
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